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1）東京の正式な立候補ファイルは、IOCに提出した英語・フランス語版であり、日本語版（以下「本書」という。）ではあ
りません。

2）本書は、IOCに提出した英語・フランス語版を基本として、東京の大会開催計画を、日本国内向けにわかりやすく作
成したものです。趣旨は変更されておりませんが、表現等が異なる場合には、英語・フランス語版を優先します。

3）本書では、通貨は、ＩＯＣの質問に関わらず、わかりやすくするために日本円を基本としています。

4）IOCに提出した英語・フランス語版にはIOCからの質問文は記載しておりません。しかしながら、本書は、東京の大会
開催計画についての理解を深めていただく目的から、回答の前に、質問文の日本語訳を挿入しています。

5）IOCが標準的に使用している以下の略語については、本書においても、そのまま略語を使用しています。

6）以下の用語は、特に説明を付します。

International Olympic Committee
International Paralympic Committee
Japanese Olympic Committee
Japan Paralympic Committee
National Olympic Committee
National Paralympic Committee
International Federation
International Paralympic Sport Federation
International Broadcast Centre / 
Main Press Centre
Organising Committee 
for the Olympic( and Paralympic ) Games

IOC
IPC
JOC
JPC
NOC
NPC
IF
IPSF

IBC/MPC

OCOG

国際オリンピック委員会
国際パラリンピック委員会
日本オリンピック委員会
日本パラリンピック委員会
各国の国内オリンピック委員会
各国の国内パラリンピック委員会
国際競技連盟
国際パラリンピック競技連盟
国際放送センター/
メインプレスセンター
オリンピック・パラリンピック
競技大会の組織委員会

略語（英語） 正式名称 日本語

（２０２０年の）東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会
"Tokyo Organising Committee for the Olympic and Paralympic Games"　
通称「TOCOG」
競技会場群 "precinct"
（二以上の競技会場の集まりで、セキュリティラインを共有し一体的に取扱うもの）
競技会場群 "cluster"
（二以上の競技会場の集まりで一体的に取扱うもの）
ＪＲや私鉄など、地下鉄以外の主に地上を走行する鉄道路線
ゆりかもめ、日暮里・舎人ライナーなどの新交通システムや、モノレール、ＬＲＴ、路面電車等、
鉄道とバスの中間的な輸送量を担う交通システムの総称

大会組織委員会
又は組織委

プリシンクト

クラスター

郊外鉄道

中量軌道システム

用語（日本語等） 説明
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このあとに続くページに記載しているのは、２０２０年オリンピック・パラリンピック競技大会を開催すると
いう東京の夢の青写真である。

前回の２０１６年大会招致のために行った様々な活動が、この計画づくりの出発点である。２０１６年大会の
招致以降、国際オリンピック委員会（ＩＯＣ）など各方面から貴重なご意見をいただいた。私たちの取組の方
向性は極めてシンプルである。

すなわち、２０１６年大会の招致計画の良い部分はそのまま残し、更なる改善をするというものである。

私たちは、ロンドンで開催された素晴らしい大会に触発されている。

近代的な国際都市における大会のあり方や、優れた財産を惜しみなく用いて、この先進的かつ象徴的な
都市が、いかに新たな基準を打ち立てながら競技と祭典を開催するのかを目の当たりにした。東京は、文
化、財政、組織力など極めて多くの強みを持つ都市であり、私たちはこれらを余すところなく活用したいと
いう思いを一層強くしている。

招致に向けたスローガン“Discover Tomorrow”‒ 未来（あした）をつかもう ‒ は東京のビジョンを明
快に表している。短い言葉であるが、その意味は深い。

“Discover”は、最高のオリンピック・パラリンピック競技大会を開催する原動力となる人々の交流と友
情の精神を表現している。オリンピックの持つ理念は開催都市と人々の生活を向上させる。他方、開催都市
の人々やその文化がオリンピック・ムーブメントを一層盛り上げ豊かにする。

“Tomorrow”とはまさに未来に他ならない。

東京はビジネス、ファッション、イノベーション、テクノロジーといった分野において世界で最も先進的な都
市であり、世界中の人々の生活や人生観に多大な影響を与えている。

２０２０年、私たちはこれらの類まれな財産のすべてを活用し、スポーツの発展に貢献したい。

２０２０年東京大会は、力強い創造性をもって世界の人々を刺激する大会となる。

私たちは大会が持つ力と、日本人ならではの価値観、世界的な潮流を生み出す都市のもつ興奮とを結び
つける。２０２０年東京大会は、次世代のために、オリンピック・パラリンピックに新たな価値をもたらし強化
する比類のない祭典となる。

そして、大会を通じて世界中のより多くの若者が夢と希望、そしてスポーツの恩恵を分かち合えるよう貢
献する。

In the following pages, you will find the blueprint for Tokyo’s dream to stage the Olympic and 
Paralympic Games in 2020.

The starting point for these plans was the work done for the previous bid, for the 2016 Games. Since 
then, we have received valuable feedback from the International Olympic Committee (IOC) and 
elsewhere.

And we have adopted a simple approach: to keep the best from the 2016 plan, and improve the rest. 

All of those involved in the Tokyo 2020 bid have also taken inspiration from the wonderful Games 
staged in London. 

We witnessed how a modern global city can embrace the Games and, using all the incredible 
assets of such a developed and iconic city, deliver sport and celebration that set new benchmarks. 
Our ambition – to use all of Tokyo’s strengths, including cultural, financial and organisational ones, 
to name just a few – has been reinforced. 

Our bid slogan – Discover Tomorrow – summarises our vision. It is short, but its meaning runs deep.

Discover captures the spirit of exchange and friendship that fuels the best Olympic and Paralympic 
Games. Games when the Olympic values enhance the life of the Host City and its people; and those 
people – and their own culture and customs – in turn enhance and enrich the Olympic Movement.

Tomorrow is quite simply the future.

Tokyo is the world’s most forward-looking city – in business and fashion as well as innovation and 
technology : a city that helps to shape how the entire world lives.

In 2020, we want to use all these unique assets to benefit sport.

Tokyo 2020 will bring together dynamic innovation and global inspiration.

It will unite the power of the Games with the unique values of the Japanese people and the 
excitement of a city that sets global trends. It will be a unique celebration that will help reinforce 
and renew the Olympic Values for the new generation.

And it will contribute to more young people, worldwide, sharing the dreams, hopes and benefits of 
sport.



国際オリンピック委員会会長
ジャック・ロゲ伯爵

拝啓

スポーツを通じて平和でよりよい世界の実現に貢献する、というオリンピズム
の普及とその体現に力を尽くされている貴殿をはじめ国際オリンピック委員会
（IOC）の皆様方に深い敬意を表します。

ロンドンオリンピックで目の当たりにしたアスリートたちが繰り出す筋肉の躍動
感は、まさに芸術です。スポーツには、人に夢や希望、感動を与え、人々を結
びつける無限の力があります。

私たちは、「東京マラソン」をワールドマラソンメジャーズの一つに育てあげ
ました。私自身も今回、初挑戦し、初完走してその感動を自ら味わいました。毎
年３万５千人あまりのランナーが集うこのマラソンに象徴されるように、私たちは
スポーツを熱烈に愛し、そしてスポーツの力を誰よりも信じています。

東日本大震災を経験した我が国は、国民が一つになれる夢を必要としていま
す。夢は力を生み、力は未来をつくります。東京でオリンピックを開催できるな
らば、復興した日本を全世界に示し、世界中から寄せられた友情や励ましへの何
よりもの返礼となり、ひいては、それが世界の勇気になると確信しています。

東京は、世界的に見ても輸送網や宿泊施設などの既存インフラが充実してお
り、多彩な食文化を楽しむことができ、夜でも一人で安心して出歩ける治安も誇っ
ています。日本人が育んできたもてなしの精神は、東京を訪れる方々に心地よ
い滞在を提供します。東京で大会を開催することとなれば、東京という都市の魅力を十分体感いただけるものと確信しております。

私は、東京が２０２０年のオリンピック・パラリンピック競技大会の開催地としての栄誉を受けることを立候補都市の知事として心より願っており、
それが叶った折には、大会を成功に導く万全の手立てを講じてまいります。

東京が提案するコンパクトな大会運営は、アスリートにとって最高の舞台となることを、自信を持って申し上げます。大会に必要な財源は、既に
確保しています。世界で最も先進的で安全な都市の一つである東京の中心で、卓越した大会運営とアスリートがしのぎを削ることで得られる興奮が
一体となったダイナミックなスポーツの祭典が開催できるという強い確信と、オリンピックの価値を提供し、オリンピック・ムーブメントを広めたいと
いう力強い決意こそが、私たちが東京で開催を目指す動機であります。

この立候補ファイルには、オリンピック・パラリンピック競技大会を東京で成功させたいという私たちの夢と決意が溢れんばかりに詰まっており、
こうしてお届けできることを、私は何よりも嬉しく思っています。

貴殿をはじめ、国際オリンピック委員会の皆様方のご支援を賜りたく、心からお願い申し上げます。

敬具

東京都知事
猪瀬　直樹



国際オリンピック委員会会長
ジャック・ロゲ伯爵

拝啓

日本におけるオリンピック・ムーブメントを代表して、ここに、２０２０年に開催さ
れるオリンピック・パラリンピック競技大会に向けた東京の立候補ファイルをお届
けできることを、大変嬉しく、かつ、心より誇りに思います。

いつの時代も我々日本国民は、人々を勇気づけ、国を、そして世界をひとつに
するスポーツの力を信じてきました。昨年の震災以降、東北の人々が復興に向け
て取り組むなかで、私たちは、その力を今まで以上に強く実感しています。

私たちは、世界中の人々から様々な支援をいただきました。彼らからのメッセー
ジは、私たち、とりわけ被災地の多くの子供たちに、明日に向けて新たな一歩を踏
み出す力と勇気を与えてくれました。私たちは、東京でオリンピックとパラリン
ピックを開催することを、世界の方々から受けている支援への感謝の気持ちを伝
えられる機会としたいのです。

また、私たちの祖国日本は、伝統文化を大切にしながら発展を続けており、
“Discover Tomorrow”という国際スローガンのもとに東京で開催する大会は、
日本独自の伝統と現代的文化を世界中の方々へとお伝えする絶好のチャンスで
あるとも考えています。

私は、卓越、尊敬、友情というオリンピズムの本質が文化として深く根付き、国
民がオリンピック・ムーブメントに共感するこの日本であればこそ、世界中の人々
に夢と希望を与えてくれる平和の祭典というオリンピックの価値を、次世代を担う世界の若者たちへと継承するとともに、オリンピックの将来像へのイ
ンスピレーションを世界へ発信することができる躍動的な競技大会になると確信しております。

私自身、ＩＯＣ委員として、オリンピック・ムーブメントや国際スポーツ界をも影響を受けるような急速な社会の変化を実感しており、この東京でなら世
界が求めているオリンピックとは何かを真剣に追求して、将来のモデルケースになりうる競技大会を実現することができると信じてやみません。

日本オリンピック委員会（JOC）は、100年以上にわたり、オリンピック・ムーブメントへの貢献を最大の目標として、今日まで活動してまいりました。
私たちは、オリンピック憲章に対する忠誠を誓い、人間の尊厳を大切に守り、スポーツの普遍性を尊重し、オリンピックの価値を高めるための努力を惜
しむことなく、そして平和な社会が実現するために全力を注ぐことを約束します。

敬具

公益財団法人日本オリンピック委員会会長
竹田　恆和



1000km

2000km

ブエノスアイレス

マドリード イスタンブール

ドバイ

デリー

ジャカルタ

バンコク

シンガポール

香港

上海

東京

ナイロビ

ヨハネスブルク

カイロ

リオデジャネイロ

ニューヨーク

アテネ

パリ

セントルイス

ロ―ザンヌ

ロンドン

ストックホルム

アントワープ
アムステルダム

ロサンゼルス

ベルリン

ヘルシンキ

メルボルン

ローマ

メキシコシティー

ミュンヘン

モントリオール

モスクワ

ソウル

バルセロナ

アトランタ

シドニー

北京

ダブリン

サンサルバドル

ウイントフック
サンパウロ

世界地図

Discover  Tomorrow



第1巻　導入

ビジョン、レガシー及びコミュニケーション

大会の全体的なコンセプト 

政治及び市民の支援

法的側面

環境

財政

マーケティング

003

011

019

027

035

045

063

01

02

03

04

05

06

07

第2巻　導入

競技及び会場

パラリンピック競技大会

選手村

第3巻　導入

大会の安全、セキュリティ及び医療サービス

宿泊施設

輸送

メディア

終わりに

081

125

139

175

185

223

253

263

08

09

10

11

12

13

14

目次



第1巻導入

未来を切りひらき、世界を魅了する

東京は、世界中の人々が未来を探しに来る都市である。継続的で革
新的な文化とダイナミックな若い世代を原動力として、東京は世界的
な潮流を作り出す都市としての名声を獲得し、その実績を残してきて
いる。近代的な生活と伝統的価値への敬意が入り混じる独特の文化
は、近年の多くの世界的な芸術家、企業家、発明家を魅了し、インスピ
レーションを与えてきた。

東京が２０２０年オリンピック・パラリンピック大会の開催都市となる
栄誉を得ることができれば、世界に名高い革新性と伝統的価値が結集
され、世界有数の活気あふれる都市の中心で感動的な祝祭が催され
ることになる。３，５００万人もの人口を抱え、ビジネスや金融、文化やエ
ンターテイメント、コミュニケーションやメディアの世界的な要である
真の国際都市において、スポーツとオリンピズムはその舞台の主役と
なるであろう。

急速な変化を続ける世界において、東京が持つ革新的な文化は、ス
ポーツやオリンピズムの影響力の維持・強化に長期的な貢献をもたら
すことになる。日本人の時代を超えた価値観は、卓越・友情・尊敬とい
うオリンピックの価値と共通するものであり、それを世界中の若い世
代の間で育成するという点で東京大会を特徴づけ、また下支えするで
あろう。

２０２０年東京大会は、卓越性と熱気にあふれたものになる。オリン
ピック・パラリンピック競技に対する幅広い知識を持つ観客は情熱的
な応援を送り、選手や関係者、オリンピック・ファミリーは忘れることの
ない満足度の高い経験を得ることになる。全ての会場、全ての競技に
おいて、ファンは友好的な歓声を送り、真のオリンピズム精神を持つ
アスリートたちを応援するであろう。

２０２０年東京大会のあらゆる場面において、その中心となるのは選
手である。選手村を会場配置計画の中心に置くことに始まり、大会計
画のあらゆる面で選手のニーズを最優先で考慮して実現させている。
選手やサポーターは、「おもてなし」に代表される日本特有の文化に触
れることになる。この独特な伝統文化により、全ての訪問者はかつて
ないほどの歓迎を受けるに違いない。東京はまた、世界トップクラスの
ショッピングや食文化など、豊かな文化的魅力も持っている。

日本は主要なスポーツイベントの開催地として数十年にわたる実績
を持つ。また高度に発達したインフラは世界有数の安全性と効率性を
誇り、２０２０年東京大会の成功を支えることになる。東京では全てが
うまく機能するのである。また、同様に重要な事項として記すべきは、
大会に関する予算が保証されていることである。更に、東京都は大会
の準備金として４５億米ドルをすでに確保している。

２０２０年東京大会のコンセプトは、長期的な都市戦略を後押しし、
一層加速させるため、東京都や国との綿密な協議を重ねて作られた。
都民や国民は、再生する東京ベイエリアを中心に新しく整備される緑
の空間やスポーツ・教育施設などによる大きな恩恵を受けることにな
る。

１９６４年大会が日本国内及び世界中に力強い感銘を与えてから約
５０年が経過した。世界の最先端をいくこの都市は、オリンピックに更
なる価値をもたらし強化する新たな基盤を世界規模で作り出すことに
なる。２０２０年東京大会は、急速に変化する新しい世界に生きる若い
世代をスポーツやオリンピックに結び付け、次世代への長期にわたる
資産を創造することになる。



ビジョン、レガシー及びコミュニケーション
オリンピックに更なる価値をもたらし強化するダイナミックな祭典 
• 東京の中心を舞台に革新性とインスピレーションを提示
• 世界で最も先進的で安全な都市で行われる大会
• 大会が持つ力と、世界的なトレンドを生み出す都市を結びつける
• 東京の都市戦略と完全に一致
• オリンピック・レガシー委員会など長期的な恩恵をもたらすための取組
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1.1  貴都市がオリンピック競技大会を開催する主な動機は何ですか。
また、２０２０年オリンピック競技大会に対する貴都市のビジョン
はどのようなものですか。

動機とビジョン

２０２０年の東京オリンピック・パラリンピック競技大会は、世界で最
も先進的で安全な都市の一つである東京の中心で、ダイナミックなス
ポーツの祭典とオリンピックの価値を提供する。

東京大会の基礎となるのは：
・ 高い質と最高の恩恵が保証される大会開催
・ ダイナミックさと温かい歓迎で世界中の若い世代に感動を与える祭典
・　日本が誇る創造力とテクノロジーを駆使し、スポーツとオリンピック
に寄与する革新性
である。

２０２０年東京大会を通じて、世界のスポーツ界が「未来をつかむ
（DiscoverTomorrow）」ことができる。

・　東京大会は、革新性とインスピレーションを結び付け、オリンピック
の価値、スポーツや、オリンピック・ムーブメントがもたらす広範な恩
恵とレガシーを示すものとなる。
・　私たちは、大会が持つ力を、日本人が持つ独自の文化や資質、そして
グローバルなトレンドを生み出す都市の興奮に結びつける。
・　私たちは、記憶に残るダイナミックな大会を開催し、新しい世代のた
めに、オリンピック・パラリンピックの価値を強化し、世界中のより多
くの若者が夢と希望とスポーツの恩恵を分かち合えるよう支援して
いく。

私たちは、オリンピック・ムーブメントの影響力と、スポーツの持つ癒
し、団結させ、鼓舞する力、東京が誇る革新性と運営面での効率性を
結びつけ、東京、日本、そしてスポーツのために永続的なレガシーを
提供することに情熱を傾けていく。

東京は、卓越、友情、尊敬という基本的価値をオリンピック・ムーブメ
ントと共有する都市である。私たち日本人は２０11年３月の東日本大
震災に直面し、これらの価値観や、尊厳、規律、フェアプレーといった
資質を示してきた。２０２０年東京大会はこうした価値観や資質を受け
入れるとともに、一層高め推進するものになる。

私たちのビジョンは、以下に示す５つの重要な目的に基づいてい
る。

１）日本国内外においてオリンピックに更なる価値をもたらし
強化する。

日本には、１世紀以上にわたって多大な影響を及ぼしてきた、長く輝
かしいオリンピックの伝統と歴史がある。

日本代表が初めて競技に参加したのは1912年のストックホルム大
会である。１９３０年、近代オリンピック・ムーブメントの祖であるピエー
ル・ド・クーベルタン男爵は次のように記している。「昨年ジュネーブで、
日本代表の１人が国際連盟で私に『オリンピック大会の復活が我が国
をどれほど変えたかを想像するのは不可能です。大会に参加してか
ら、日本の若者は生まれ変わったようになっています・・・』と語った。」

１９６４年東京オリンピック大会は日本および世界にとって時代を画
すものであり、日本の経済発展と社会再建のきっかけとなった。また、
国民が誇りを持ち、団結し、自信を持つターニングポイントとなった。
昨夏の２０１２年ロンドン大会は、主要な成熟都市が非常に大きなプラ

スの世界的影響力を今でも有することを証明した。２０２０年東京大会
もまた、オリンピックに向けた共通のビジョンのもとに団結し、確立さ
れたインフラ、情熱的であると同時に礼儀正しい観客、安定した社会
から生まれるあらゆる恩恵を示すことになるだろう。

２）十分に計画された安全な大会の開催

２０２０年東京大会は、優れた大会の開催を可能にする最強のプラッ
トフォームを提供し、７年間にわたる綿密な計画、整備、開催を確実な
ものとする。

日本の経済力、成熟した民主主義と政治的安定は、大会開催に磐石
な基礎を与える。

東京が誇る優れた技術と運営力に加え、コンパクトな会場計画や効
率的な輸送計画及び宿泊計画により、２０２０年東京大会はオリンピッ
ク・ムーブメントにとって非常にリスクの低いものとなる。

日本は市民の調和を保つ国民性を持ち、犯罪率が非常に低い世界
で最も安全な国の一つである。これに加え、充実した大会のセキュリ
ティ計画により、２０２０年東京大会は安全性の高い祭典となる。

２０１２年ロンドン大会のように、２０２０年東京大会は、真のグロー
バルシティが大会の基盤的部分を早期に整備することで、更なる付加
的要素に焦点をあてることができる。更には、開催都市決定からパラ
リンピック閉会式およびそれ以降の長きにわたり、大会を祝福し、オリ
ンピック・ムーブメントを促進する素晴しい模範となる。

３）都市の中心で開催されるダイナミックな祭典に世界を歓迎

２０２０年東京大会は、東京の新しく再生された中心部で開催され、
都市活動を妨げることなく地域社会に大会を浸透させ、巻き込んでい
く。

大会の中心となる選手村は、２１の競技会場と祝祭の会場とともに、
新たに再生された東京臨海部に設置される。東京圏の３３競技会場の
うち２８会場は、選手村から半径８km圏内に設置される。非常にコン
パクトな会場計画、高速かつ効率的な公共交通機関、近接した利便性
の高い宿泊施設は、大会と都市を一つに結び付けつつ、選手の移動
時間を最小限に抑える。

私たちは、２０２０年東京大会を通じて、「オリンピック・コミュニティ」
の概念を発展させていきたいと考えている。その概念の核となる要素
は次の３点である。

第一に、非常にコンパクトな開催計画によって、都市の中心に大会
のスポーツと精神がもたらされ、大会のユニークな雰囲気が盛り上が
る。東京の中心で行われる競技やフェスティバル（文化プログラム、ラ
イブサイト、ファントレイルなど）を通じ、オリンピック・ムーブメントと２
０２０年東京大会、東京のコミュニティが完全に一体となり、永遠に記
憶に残るイベントを楽しむことができる。

第二に、こうした直接的な関与と経験、教育・啓発プログラムを通し
て、２０２０年東京大会はオリンピックの重要な価値を、さらに社会に浸
透させていく。

第三に、東京の人々に一連の社会的で健康的なレガシーをもたらす
ことである。物理的レガシーとして、身近な会場や改善された施設が
でき、スポーツやレクリエーションへの参加を容易にし、促進する。

４）友情と相互理解を促進

日本の文化と伝統はユニークであり、数え切れないほどの世界中の
芸術のスタイルや手法に影響を与えている。東京は、古い神社、庭園
から電気街における興奮に至るまで、伝統的な習慣や尊敬がイノベー
ションやハイテク技術と融合した類まれな都市である。

２０２０年東京大会では、スポーツを通じて日本と世界が新たな関係
を構築し強化するだろう。東洋と西洋が融合し、老いも若きもともに過
去と現代を共有し楽しむ。２０２０年東京大会では、そんな発見や再発
見が見られるだろう。

５）急速に変化する世界の中にあってオリンピズムを保ち続
ける

東京と日本はイノベーションの世界的中心として知られている。直
近の世界経済フォーラム国際競争力レポートでは、日本は「イノベー
ションの能力」で第一位にランクした。２０２０年には、この素晴らしい
イノベーションを、大会、オリンピック・ムーブメント、そしてスポーツの
ために活用していく。私たちは、技術的な先見性や理解を活用し、ＩＯＣ
やＩＰＣとパートナーとして連携して、私たちの誇る技術を使ってスポー
ツやレクリエーションへの参加を促していく。

1.2  オリンピック競技大会についてのビジョンが、いかに貴都市／地
域の長期的な戦略計画に即したものであるかを説明してくださ
い。

都市の発展との完全な統合

２０２０年オリンピック・パラリンピック競技大会のビジョンは、２０１１
年に東京都によって策定された、新たな長期都市戦略である「２０２０
年の東京」と完全に一致している。「２０２０年の東京」は、２０１６年大
会招致の際に策定された「１０年後の東京」を、充実・強化したもので
ある。都市の長期戦略はオリンピック大会の開催ビジョンと一体となっ
て進められている。

「２０２０年の東京」は、「誰もがスポーツに親しむことのできる社会
を創る」という目標を掲げている。そこに掲げられた施策を通じて、各
種の施設やアスリートの活躍によりコミュニティ、特に次世代を元気づ
け、スポーツの力によって人々が健康でスポーツとともに生きること
ができる活力あるまちをつくり上げていく。このことは、私たちが目指
す２０２０年東京大会のビジョンと一致している。

また、東京都は２０１０年に、だれでも、いつでも、どこでもスポーツ
を楽しむことができる「スポーツ都市東京」の創出を目指して、スポー
ツ振興局を設立した。

２０２０年東京大会は、包括的な長期の都市及びスポーツ戦略と密
接に関連した大会計画やレガシーについて新鮮で新たなベンチマー
クを提供する。
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1.3  招致活動の結果に関わらず、オリンピック競技大会招致が貴都市
／地域にもたらす恩恵はどのようなものですか（社会基盤の整
備計画、スポーツの実践、青少年のためのプログラムなど）

招致の恩恵

東京はすでに、２０１６年招致同様、２０２０年東京オリンピック招致
の恩恵を受けている。

２０２０年招致は、すでに実施されている２０１６年招致時の重要な
施策を基礎としている。これには、海の森の２０ｈａ（２０１２年１０月末
時点)にわたる植樹、その他の緑化プロジェクト、新しい道路インフラ、
嘉納治五郎記念国際スポーツ研究・交流センターの設置が含まれる。

２０２０年大会招致による、重要な競技会場やインフラ、組織のレガ
シーは以下のとおりである。

・　国立霞ヶ丘競技場：１９６４年オリンピックスタジアムの場所にテスト
イベントが行われる２０１９年までに建設され、その規模では世界で
も最新鋭のスタジアムになる予定。
・　２０２０年東京大会の競技会場となるオリンピック・スタジアム・パーク
地区、お台場地区、及び武蔵野の森地区を含むスポーツクラスター。
・　東京のアスリートが、自らの成果を地域スポーツへ還元する「東京ア
スリート・サイクル」を形成
・　障害者のスポーツ参加の増加を目指す新しいプログラム

２０１１年に発生した東日本大震災後、２０２０年招致は人々に希望を
生み出し、励まし、困難に打ち勝って、明るい未来に向けて前進するよ
う人々や国家を鼓舞するスポーツとオリンピック・ムーブメントの力を
示している。

1.4  オリンピックの主要なレガシーの計画はどのようなものか。また
それがいかに貴都市／地域の長期的な計画や目標に結びつい
ているか詳細を説明してください。

重要なオリンピック・レガシー

包括的な一連の物理的、社会的、環境、国際的なオリンピック・レガ
シーの取組が、2020年大会の東京開催から生まれる。

オリンピック・レガシー委員会

２０２０年東京大会のレガシー計画の不可欠な要素として、オリン
ピック・レガシー委員会の創設がある。

この委員会は東京の物理的レガシーの構築、提供、継続的な使用を
指導・調整するだけでなく、２０２０年東京大会における地域や国内外
の「ソフト」レガシー、すなわちスポーツ、教育、社会政策、環境などに
関するレガシーすべてについて評価と助言を行う。

物理的レガシー： 東京の新しい中心の再活性化

東京の新しい長期計画と完全に一致して、２０２０年東京大会は東
京に有益な物理的レガシーを残す。

２０２０年東京大会は、新設または改修された競技やエンターテイメ
ントのための会場や施設、新たな緑地を地域にとって重要なポジティ
ブなレガシーとして提供する。それらのレガシーには次のものが含ま
れる。

・　２０２０年東京大会に向けて国立霞ヶ丘競技場、海の森水上競技場、
夢の島ユース・プラザ・アリーナＡ及びＢ、オリンピックアクアティクス
センターなど、１１の恒久会場が整備される。

・　国立代々木競技場、東京体育館、日本武道館など、１９６４年オリン
ピック大会時の施設を含む１５の主要コミュニティ・スポーツ施設が改
修される。

２０２０年東京大会の競技会場のうち、２１会場は東京の新しい中心
となる再生された東京ベイエリアに設置され、主要スポーツエンター
テイメント・イベント用の新しい施設とともにレジャーエリアを備える。

新たに建設される２０２０年大会の選手村の一部は、大会後、国際交
流研究、イベント、共同プロジェクトのためのハブの役割を果たす国際
交流プラザとなり、ここには国内外の文化、スポーツ、教育関連の機
関が拠点を置くことが検討されている。

また、重要な国際的レガシーとして、東京にイベント及びスポーツ技
術・科学機関を創設することが検討されている。この機関は国際交流
プラザに拠点を構える可能性がある。同機関はスポーツやイベントの
プレゼンテーション、会場、レガシーの国際的な研究ユニットとなり、オ
リンピック・ムーブメントやスポーツとイベント・セクターが常に変化を
続ける技術や持続可能性の要請に遅れをとらないための一助となる。

重要な社会的及び環境関連の持続可能なレガシー

オリンピック・ムーブメント、２０２０年東京大会のすべての面（会場、
イベント、運営、教育プログラム、祝祭）は、東京のコミュニティととも
に、２０２０年大会の社会的で持続可能なレガシーが社会全体に浸透
するよう、一体となって協力していく。

ＩＳＯ２０１２１イベント・サステナビリティ・マネジメント・システム認証
に沿って、２０２０年東京大会は、持続可能な社会、環境、経済に関する
新しい基準を遵守していく。

２０２０年までに、東京に４３３ｈａの新たな緑地を創出するとともに、
街路樹１００万本の植樹を通して「グリーンロード・ネットワーク」を構
築する。また、東京臨海部に沿って新しいコミュニティ・スペースを整備
する。

1.5  貴都市／地域におけるスポーツへのレガシーは何ですか。
オリンピックと競技、とりわけ貴国で競技人口の少ない競技の振
興と発展を図るために、貴都市がオリンピック競技大会の準備
段階で行う予定の取組について述べてください。

スポーツのレガシー及び推進

２０２０年東京大会は物理的な一連のインフラ、スポーツにかかる健
康面と社会的レガシーを東京及び日本、そして他国に生み出していく。
（１．４も参照のこと）

国際スポーツ振興プログラム（１．６を参照のこと）の作成に加え、新
設される競技会場は、大会後、地域社会の中に完全に統合され、人々
に身近でスポーツを楽しむ機会を提供する。また、日本全国で行われ
る主要な大会前・大会後のスポーツ/体育及び認識向上プログラムや
ロールモデルとしてのオリンピアンの関与により、体を動かすことの
様々な恩恵に関する知識が社会に浸透するとともに、特に若者の間で
健康的なライフスタイルが促進される。

アンチ・ドーピング教育やスポーツ心理学分野の研究機関と連携す
ることで、アスリートへの医療的・科学的支援を拡大する。

地域レベルにおいて、２０２０年東京大会はスポーツクラブの活動を
推進し拡大させる。

オリンピック競技の振興

主として東京における会場及び施設の新設と改修、ならびに東京
都、ＪＯＣ及び他のスポーツ団体による、特に若者向けの、オリンピッ
ク競技に関する主な地域スポーツ教育及び参加プログラムにより、
２０２０年東京大会を通じてオリンピック競技を振興し、発展させてい
く。

包括的なスポーツ振興コミュニティ・プログラムの一環として行われ
る主なスポーツ振興及び参加プログラムの一つは、若手の選手がエ
リート選手のレベルに到達できるよう支援することを目的として、７つ
のオリンピック競技（アーチェリー、ボクシング、カヌー、自転車、ボー
ト、ウエイトリフティング、レスリング）に焦点を当てている。このプログ
ラムには、こうした競技における新たな才能の発掘と支援策が含まれ
る。

国レベルでは、２０１１年にスポーツ基本法が制定され、その中で国
民の福祉のためにスポーツを振興する日本政府の責任が宣言されて
いる。

1.6  貴都市でオリンピック競技大会を開催することによって、どのよ
うな形でオリンピック・ムーブメントに寄与できますか。

オリンピック・ムーブメントへの貢献

革新と鼓舞－東京の信頼性

２０２０年東京大会は、そのコンセプトと精神、卓越した運営、東京都
や国内外のスポーツ及び教育プログラムを通じて、さまざまな方法で
オリンピック・ムーブメントに貢献していく。

２０２０年東京大会は、オリンピックの価値、スポーツや施設、精神を
東京の中心に据えることで、地域にこれらの価値を深く浸透させてい
き、オリンピック・ムーブメントとその発展に大きく貢献する。

嘉納治五郎記念国際スポーツ研究・交流センターは、スポーツと国
際スポーツ交流の奨励を通して若者を教育することによって、オリン
ピズムの推進に貢献する。

アンチ・ドーピング教育は、日本アンチ・ドーピング機構（ＪＡＤＡ）が
中心となり、スポーツ機関、教育・研究機関の協力によって強化され
る。特にフェアプレー精神の特別プログラムは発展・実施される。

私たちは、２０２０年大会の東京開催を記念し、ＩＯＣとの連携のもと
で、オリンピック・ミュージアムを設立して、オリンピック・ムーブメント
の発展に貢献していくという構想を持っている。

私たちは、ＩＯＣが実施している「スポーツ・フォア・オール」やＩＯＣと
国際連合の連携のもと実施されている国際的な取組を全面的にサ
ポートし、ＩＯＣやＩＰＣと緊密に連携して、２０１２年ロンドン大会の「イン
ターナショナル・インスピレーション」プログラムや２０１６年リオ大会の
プログラムを足がかりに、新しく更に充実したスポーツプログラムを開
発していく。
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2013～2015
国内外の関心喚起

2016～2017
人々の関与
（例 ： ボランティア
プログラム）

2018～2019
人々の参加
（チケットの
販売促進、
観客席を満員に）

2019～2020
最大の歓喜
（大会時に
国内外で頂点に）

2020～
大会後のＰＲ

公式ウェブサイト及びソーシャル・メディア・キャンペーンの開始

2014年南京ユース大会、2018年平昌大会と連携したアジアにおけるコミュニケーション・プログラム開始

ロゴデザイン及び大会ビジュアルの選定

ボランティアの採用及びトレーニングプログラム開始

インターナショナル・コミュニケーション・プログラム（アジア以外）展開

2016リオ大会の推進及び大会後の活動（例：オリンピック旗・パラリンピック旗の到着）

文化・教育プログラムの紹介及び開始

開催1,000日前イベント

ピクトグラム、マスコット、メダル、コイン、大会ユニホームなどの大会の様々なエンブレムやシンボルのPR

チケットの販売促進キャンペーンの開始

新国立競技場のPR

ライセンス・プログラムのPR開始

2018年平昌大会期間中・前後のPR

テストイベントのPR

開催1年前イベント

聖火リレーの開始及びPR

大会のルック、シティドレッシング及びライブサイト計画等の活動のPR

ライブサイトや大会中の文化プログラムを含めた都市活動の開始

応援・盛り上げイベント

大会期間中のコミュニケーション・プログラム開始

関係者（特にボランティア）及び参加者への感謝

大会の影響及びレガシーを伝える

大会組織委員会

大会組織委員会及び関係機関

大会組織委員会

大会組織委員会

大会組織委員会

大会組織委員会

大会組織委員会、都、関係機関

大会組織委員会

大会組織委員会

大会組織委員会

大会組織委員会、政府、関係機関

大会組織委員会

大会組織委員会

大会組織委員会

大会組織委員会

大会組織委員会

大会組織委員会、都、
その他の地方自治体

都

大会組織委員会

大会組織委員会、ＩＯＣ

大会組織委員会

全関係者

フェーズ 項目 主体

1.7  また、パラリンピック競技大会を開催することによって、貴都
市のビジョンやレガシー全般にどのような形で寄与できるの
かについても述べてください。

パラリンピック大会のビジョンとレガシー

東京は、既に障害者スポーツの振興に積極的に取り組んでおり、２
０２０年東京パラリンピック競技大会の開催は、これらの取組を一層加
速させる。また現在、スポーツ基本法の考え方は、２０１２年３月に策定
された東京都の「障害者スポーツ振興計画」に取り入れられている。

大会組織委員会は、障害を持つ子供及びその両親を対象に、スポー
ツイベントやワークショップを開催し、人生の早い段階からスポーツの
選択や機会に触れる機会を提供する。

私たちは、パラリンピック大会において、観客を惹きつけ、成功をも
たらした２０１２年ロンドン大会に学び、２０１３年から２０２０年東京大
会、さらに開催後もパラリンピック大会に関する教育プログラムを導
入する。

２０２０年東京大会は、ユニバーサルデザインの考え方に基づくまち
づくりを促進するきっかけとなり、ノンステップバスの導入や、駅や公
共施設、病院を結ぶ道路のバリアフリー化、スポーツやイベント会場、
その他のインフラに関する新たな同様のバリアフリーの基準の導入な
どをもたらすことになる。

Ｑ９．１「パラリンピック大会」を参照のこと。

1.8  コミュニケーション・プログラム
貴都市のコミュニケーション・プログラムについて述べてくださ
い。国内で支援と関心を高める取組はどのようなものですか。ま
た、海外に向けた取組みはどのようなものですか。

２０２０年東京大会のコミュニケーション・プログラムは、コミュニティ
の関与を最大限に引き出し、オリンピック・ムーブメントの価値を普及
させ、スポーツの力を示すことに焦点を当てる。２０２０年東京大会は、
“Discover　Tomorrow”のメッセージを中心に展開され、大会組織
委員会は、大会に関するコミュニケーションにおいて一貫性を維持す
るためにこのプラットフォームを最大限に統合する。

絶え間なく変化する情報のグローバル化の中で、国内外向けのコ
ミュニケーションは単一の明確なプログラムに統合され、５つの主な
フェーズに分けて大会までの気運を盛り上げていく。（コミュニケー
ションプランはＱ１．１０を参照のこと）

２０２０年東京大会のコミュニケーション・プログラムは、オンライン
／電子コミュニケーションやデジタル・メディアに重きをおき、日本の優
れたＩＴを使い、様々なコミュニケーション・チャネルや手段を活用して
実施される。さらにこのプログラムは、大会の文化・教育の取組や、都
市活動を活用し、直接大人も子供も巻き込んでいく。その一例は「１校
１ＮＯＣ運動」プログラムである。（Ｑ２．７を参照のこと）

２０２０年東京大会はまた、コミュニケーションの範囲を最大限拡大
できるようにＩＯＣと緊密な連携をとり、ＴＯＰパートナー、ローカル・
パートナー、メディア・ライツ・ホルダーなど他の関係者やオリンピック・
ファミリーのメンバー、各国政府や機関が提供する資源を活用する。

1.9  コミュニケーションの機会とチャレンジ
組織委員会を見据えた貴都市のコミュニケーション面での課題
と機会は何か記述してください。圧力グループ及びＮＧＯに対応
する際の貴都市の戦略を述べてください。

コミュニケーションの機会とチャレンジ

私たちは、大会に関するコミュニケーションの複雑性を十分に理解
している。しかし、現時点において、２０２０年東京大会についてはコ
ミュニケーションに関する大きな課題は見られない。

ＮＧＯや圧力団体に関して特に問題は見られない。日本には歴史的
に協調の文化があり、様々な問題についてＮＧＯと建設的な関係が保
たれてきた。大会組織委員会とパートナーは、公式・非公式な媒体を活
用し、特定の問題に関して積極的に前向きなメッセージを広く発信し
ていくことで、ＮＧＯとの良好な関係を構築していく。

重要なコミュニケーションの機会には以下のものが含まれる。

・　日本固有の文化・伝統
・　特にＩＴや通信技術という、オリンピックの価値を普及させ、世界中の
若者層に伝える新しい手段を提供する２分野における名高いイノ
ベーションの力
・　大会の主な節目におけるストーリー提供
・　多くの主要イベントの開催（例 ： ２０１９年のラグビーワールドカップ
大会）

1.10  コミュニケーションに係る全体計画について、その時期と予算
を含めて示してください。

コミュニケーションの予算総額は、9.2億円（10.5百万米ドル）であ
る。

下表は、展開・実施される主なコミュニケーション活動を要約したも
のである。
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大会の全体的なコンセプト
都市の中心に位置する競技会場、価値及びレガシー
• 最短の移動時間を実現するコンパクトで集中した会場配置
• 都市の中心に配置される選手村
• 85％の競技会場と全てのIOCホテルは選手村から8km圏内に配置
• ヘリテッジゾーンの象徴となる新しいオリンピックスタジアム
• 東京ベイゾーンには9つの恒久の競技会場を新設

011 012

02



全体コンセプト

2.1  オリンピック憲章は「オリンピック競技大会の競技期間は、16日
間を超えてはならない。」と定めています。第32回オリンピック
競技大会においては、開催期間は以下の期間内から選択するも
のとしています：2020年7月15日から8月31日(IOC理事会が
その他の日程に合意した場合を除く)。
2020年第32回オリンピック競技大会を開催するに当たり、貴
都市が予定する開催期間とその詳しい根拠を示してください。

2020年東京大会の理想的な日程

東京での2020年オリンピック競技大会は7月24日（金曜日）の開
会式に続いて、7月25日（土曜日）から8月9日（日曜日）までの16日間
で開催し、閉会式は8月9日（日曜日）に予定する。また、パラリンピック
競技大会は8月25日（火曜日）から9月6日（日曜日）までの開催を予定
する。

この時期の天候は晴れる日が多く、且つ温暖であるため、アスリート
が最高の状態でパフォーマンスを発揮できる理想的な気候である。ま
た夏季休暇に該当するため、公共交通機関や道路が混雑せず、ボラン
ティアや子供たちなど多くの人々が参加しやすい。さらに、この時期は
日本全国で伝統的な祭が多く開催される時期であることから、祝祭
ムードが漂っている。また、重要な点として、この開催期間は他の大規
模な国際競技大会とのスケジュールと重複しておらず、東京において
も大会開催に影響を及ぼすような大規模イベントの開催を予定してい
ない。

2.2  2020年大会の開催都市として、オリンピック競技大会に対する
貴都市の全体的なコンセプト並びに主要なオリンピック施設の
立地選定の動機を記述してください。

都市の中心で開催するコンパクトな大会

私たちの大会コンセプトは、大都市の中心でかつてないほどコンパ
クトな大会を開催し、スポーツと感動の中心にアスリートを据えること
である。

2020年東京大会は、成熟し今なお進化を続ける大都市の中心で
開催される。東京が掲げるコンパクトな大会により、私たちは過去から
の資産を大切にしながら明日に向かって進んでいく都市の姿を世界に
伝えていく。

コンパクトをコンセプトとして掲げる2020年東京大会では、アス
リートと観客の双方にとっての利便性を考慮し、下記により競技会場
やインフラ設備を配置する。
・ 東京圏にある33競技会場のうち28会場、全てのIOCホテル及び
IPCホテルが選手村から半径8km圏内に存在する、コンパクトな
大会を開催する。
・ 過去の遺産を守りながら未来へのビジョンを示すため、競技会場を、
運営・テーマにより２つのゾーンに分ける。一つは1964年東京大会
のレガシーが集積するヘリテッジゾーン、もう一つは未来に向けて
発展する東京の姿を象徴する東京ベイゾーンである。
・ ヘリテッジゾーンと東京ベイゾーンを4つのクラスターと5つのプリ
シンクトに分類し、また3つの競技会場が存在する第5のクラスター
（第6のプリシンクトを含む）を東京西部の多摩地区に設定して、運
営の卓越性と効率性を強化する。
・ アスリートが最高のパフォーマンスを発揮できる競技会場を提供す
るため、国際競技連盟との十分な連携のもとに、要件を満たす既存
の施設を選定し、また新設で恒久的または仮設の競技会場を整備
する。

・ 大会や街中に完全に一体化したライブサイトやファントレイル、
その他のエンターテイメントを提供することにより、都民や訪問
客がともに楽しむ祝祭的空間を創出する。
・ 世界有数の信頼でき発達した公共交通網により、安心・安全かつ効
率的な交通運営を確保する。
・ 東京の現在および将来のニーズに合致する恒久的な施設を建設す
ることにより、持続可能で素晴らしいレガシーをスポーツやコミュニ
ティや地域のために残す。

2020年東京大会は、大会の歴史と未来を世界に示す絶好の機会
である。

2020年東京大会のオリンピックスタジアムが位置するヘリテッジ
ゾーンは、1964年大会のオリンピック・レガシーを今に語り継ぐ場所
である。1964年東京大会のために建設された主要会場を、2020年
東京大会で使用することは、次の世代へのオリンピックの新たなレガ
シーを創造し、継承していく精神を示すこととなる。

オリンピックスタジアムとなるのは、国立霞ヶ丘競技場である。国立
霞ヶ丘競技場は、1964年大会のオリンピックスタジアムであり、テス
トイベントが行われる2019年までに最新鋭の競技場に生まれ変わる
予定である。2020年東京大会では、8万人収容のオリンピックスタジ
アムとして、開・閉会式、陸上競技、サッカー、ラグビーの会場となる。

ヘリテッジゾーンには、同じく1964年大会の会場となった国立代々
木競技場、東京体育館及び日本武道館を含め、計7つの競技会場が位
置する。

東京ベイゾーンは、東京湾の臨海部に位置している。水と緑、生物
多様性の拠点として開発される予定の場所であり、東京の未来への発
展を力強く感じさせるゾーンである。東京ベイゾーンには、計30の競
技が行われる21の競技会場があるほか、ＩＢＣ/ＭＰＣが設置される。そ
のＩＢＣ/ＭＰＣは、日本最大の国際会議・展示施設である東京ビッグサ
イトに置かれる。なお、主要なメディアホテルおよび７つの競技会場が
ＩＢＣ/ＭＰＣから徒歩可能な範囲内にあり、東京圏にある全33会場中
残りの21会場は半径10km圏内に位置する。

この２つのゾーン、東京の歴史と未来が交差する重要な場所に位置
するのが選手村である。私たちの会場配置計画の地理的な中心であ
るとともに、理念上でも大会の中心を象徴するものとなる。選手村は、
面積44haの土地と安全性にも配慮したレクリエーションの水辺にユ
ニバーサルデザインの考え方に基づいて建設され、17,000人の利用
が可能である。

ヘリテッジゾーン内にあるＩＯＣホテルも、選手村から半径8ｋｍ圏内
に配置される。ＩＯＣホテルが位置する赤坂・六本木地区は、多くの競技
会場や日本の歴史的建造物である皇居に近接するだけではなく、国立
劇場や国立新美術館、歌舞伎座などが存在する日本の芸術文化の発
信拠点でもある。

2.3  貴都市の長期における戦略目標や基本的方針について説明し、
大会コンセプトがこれらの達成にどう貢献するのか記載してくだ
さい。

東京の将来ビジョンと完全に合致した大会コンセプト

2020年東京大会のコンセプトは、東京都の中長期的な都市戦略で
ある「2020年の東京」の実現に向けた取り組みと方向性が一致して
いる。

「2020年の東京」は、2016年大会招致を行っていた2006年に発
表した「10年後の東京」の理念を継承しつつ、これを充実・強化してい
る。

「2020年の東京」の根底にあるのは、東京を、21世紀にふさわし
い都市へと進化させるということである。

「2020年の東京」に掲げる8つの目標のひとつである「誰もがス
ポーツに親しみ、子どもたちに夢を与える社会を創る」の実現に向け、
スポーツの力の重要性が認識されている。

2020年東京大会は、次の事項を達成するためのプロセスであり、
ゴールでもある。

・ 2020年東京大会のオリンピックスタジアム周辺、東京ベイゾーンの
臨海地区、武蔵野の森地区、1964年東京大会の競技会場も残る駒
沢地区を中心にスポーツクラスターを整備し、スポーツを楽しむこと
ができる活気ある環境を生み出す。
・ すでに高度に発達している東京の道路網を強化し、持続可能な大都
市のモデルとして更なる成熟を目指す。首都圏の主要な幹線道路と
なる三環状道路は、都心への流入交通を減らし、競技会場が配置さ
れる都心部の交通渋滞の解消に重要な役割を果たす。また、選手村
やオリンピックスタジアム、IBC/MPCが配置される東京ベイゾーン
周辺等において主要幹線道路の整備が進められていることも特筆
すべき改善点のひとつである。空路の面においても、選手村まで16
ｋｍに位置する東京国際空港（羽田空港）が強化される予定であり、
2013年度末までに年間の発着容量を44.7万回まで増加する計画
である。
・ 水と緑のネットワークを次世代に受け継いでいく。これには、都市公
園など433haの整備が含まれる。都民や住民グループの協働によ
り湾岸の埋立地から生まれ変わる88haにも及ぶ「海の森」は、
2016年に概成予定である。また、街路樹100万本による直径30ｋ
ｍの緑のリングは、「グリーン・ロード・ネットワーク」を形成すること
となる。
・ 住み訪れる人が、安心・快適に過ごすことができるよう、ユニバーサ
ルデザインのまちづくりを推進する。2020年までには、ノンステッ
プバスの導入や、駅や公共施設、病院等を結ぶ道路のバリアフリー
化を完了させることを目指している。
・ 低炭素で高効率な自立・分散型エネルギー社会を創出する。

オリンピック・パラリンピック大会は、成熟を遂げた東京が更に機能
的で魅力的な大都市へと変革を遂げるための優れた契機となるであ
ろう。

2.4  地図Ａ（表紙の裏に見開きとする、Ａ３以下の大きさ）を提出のこ
と：貴都市／地域に貴プロジェクトを重ね合わせたもので、貴プ
ロジェクトの全体像が視覚的にわかる地図

地図Ａ　－　大会の全体コンセプト

地図Ａを参照（表紙の裏）

※別添参照
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2.5  貴都市のビジョンを反映させるために、オリンピック競技大会の
すべての構成要素（スポーツ、聖火リレー、都市活動、文化、セレ
モニー）を貴プロジェクトにどのように統合するかを説明してく
ださい。

“Discover Tomorrow”にすべてを集約

2020年東京大会では、誰もが「未来をつかむ（Discover 
Tomorrow）」ことができ、世界で最も先進的で安全な都市の中心で
ダイナミックな祭典を経験することができる。

“Discover Tomorrow”というビジョンを大会の全構成要素（ス
ポーツ、聖火リレー、セレモニー、都市活動、文化、教育）に分かりや
すく、完全に統合させる。

2020年東京大会では、大会のビジョンを実行するにあたり、大会
組織委員会を支援する作業部会を設立する。この作業部会は国、都、
全ての会場都市、文化関連組織や教育関連組織等関連する団体の代
表で構成される。

大会組織委員会においても、このビジョンと主な目的が各部門が作成
する文書を通じて統合され、全てのボランティア向けトレーニングプロ
グラムに織り込まれる。

2.6  オリンピック競技大会の準備期間及び大会中の両方で開催する
文化イベントのコンセプトについて述べてください。

文化

日本文化は極めて豊かで刺激的である。何百年という伝統に深く根
ざし、現代のトレンドの発信源として若者に影響を及ぼしている。

東京を訪れる人は、革新的なファッションやデザイン、音楽、美食、
現代美術を生み出す活気のある雰囲気に魅了される。これらは、すべ
て日本古来の伝統からインスピレーションを受け、伝統と調和してい
る。

私たちは、訪れる人に特別な体験をしてもらうため、東京、日本、そ
して世界の文化の最高の要素を取り出し、独自のビジョンである
”Discover Tomorrow”から発想を得た様々な文化プログラムを展
開する。

移行段階から大会まで － すべての人のためのステージ、未来
のためのステージ

開催都市決定後から文化事業、展覧会、祭典など包括的なプログラ
ムに着手する。このプログラムには、アスリートと同規模のクリエー
ターが世界中から集い、大会期間中にピークを迎える。

これらのプログラムにより、日本を含めたアジアでのオリンピックの
価値の普及を促進し、地域コミュニティで大会への情熱を喚起する。
２０１６年招致をきっかけとして開始した「東京文化発信プロジェク

ト」は、最先端の芸術からコミュニティアートまで、次世代を育成するプ
ラットフォームとしての機能を持ちながら、文化の多様性を促進する事
業を行なってきた。このプロジェクトをさらに発展させ、文化に対する
意識を広め、すべての市民にオリンピズムのメッセージを伝えていく。

2020年東京大会では、「アーツ・フォー・オリンピズム・ユース・クリ
エーション・プログラム」を実施し、若手芸術家を支援する東京都の取
組をさらに確かなものにする。このプログラムでは、大会期間中の国
際的なコラボレーションや伝統文化から革新的な技術にいたるまでの
挑戦的なプロジェクトを通じて、世界中の若手芸術家がオリンピズム
の概念を探究する取組を進める。

大会期間中のプログラム － 都市が劇場となる

「TOKYO2020フェスティバル・オブ・アーツ・アンド・カルチャー」
は、日本社会が共有するオリンピックの価値を称え、未来を形作る。
このフェスティバルでは、大会を訪れた人々や地域コミュニティに、
文化に触れ、親しむ機会を数多く提供し、「未来（あした）をつかむこと
を目指した、日本の文化特性である多様性に関する世界の若手芸術
家の対話」という主なテーマを通じて文化交流を促進する。
「アーツ・フォー・オリンピズム・ユース・クリエーション・プログラム」
に参加する若手芸術家、高齢者、障害者等は、共に創作し、卓越、友
情、尊敬というオリンピックの価値を普及し、２０１２年ロンドン大会の
「アンリミテッド」プロジェクトの成功を継承する。

大会期間中は、劇場や美術館を開放するだけでなく、公園や通りや
公共施設など、都市の隅々で、伝統と現代、日本古来の叡智と先端技
術が混ざり合った文化の多様性を体験できる。都市自体がこの祝祭の
ための大きな劇場となる。

ＴＯＫＹＯ２０２０文化プログラムは、スポーツと文化を通じた地域社会
を構築する社会システムとして、オリンピックのレガシーとなるだろう。

2.7  オリンピック競技大会の準備期間及び大会中の両方で計画する
教育プログラムのコンセプトについて述べてください。

教育

私たちは、オリンピックは、人々を鼓舞し、まとめ、一致団結させる独
特の力を持っていることを認識している。そうした力強いメッセージを
2020年東京大会の教育プログラムを通じて日本及び世界中の全て
の人々に伝えていく。スポーツの根本的な価値や、健康的なライフスタ
イルの普及といったオリンピック・ムーブメントの発展が、このプログラ
ムの優先事項となる。

移行段階から

２０２０年東京大会は、積極的な国際的なスポーツ振興事業を展開
することによって２０１２年ロンドン大会の「インターナショナル・インス
ピレーション」プログラム及び２０１６年リオ大会の同様の活動のレガ
シーを引き継ぐ。

オリンピアンは地域コミュニティの講演会でオリンピックの価値を推
進し、市民は、地域スポーツクラブやスポーツ教室によって、年齢、性
別、能力に関わらず健全なライフスタイルを取り入れることができる。

日本の全ての中学・高校では、オリンピック・ムーブメントの果たす役
割や公正に取り組む精神、健全なライフスタイルの価値、体育及び学
校スポーツが国の教育課程に既に組み込まれている。若者が充実した
人生を送ることができるよう、オリンピックの価値と調和するように、
プラスの価値に基づいたアンチ・ドーピング教育プログラムが拡大さ
れる。また、各学校や大学がNOCと対になる、「１校１NOC運動」を通
じてさらに学生にオリンピズムを広めていく。学生はそのNOCが属す
る国の文化や歴史を学び、その国の若者と交流を図る。
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大会期間中の活動

大会組織委員会は若者が大会に参加できる機会を最大限用意す
る。

ヤングゲームズメイカー（Young Games Maker）：2012年ロン
ドン大会での取り組みを続行し、大会組織委員会で若者を対象とした
インターンやボランティアを募る。

「1校1NOC運動」でその国の文化について学んだ学生達は入村
式に参加するか、あるいは競技スタッフやチアリーダーになる機会が
与えられる。これらはIOCやIFと協議して実施される。

大会実施前の3年前から実施されるユースキャンプでは、世界中の
若者がオリンピック大会の親善を祝い、普及させる。

2.8   貴都市のオリンピック競技大会の開会式及び閉会式のコンセプ
トについて述べてください。会場の場所と座席数、既存会場か今
後建設予定なのかについて、明らかにしてください。

セレモニー

開閉会式は、“Discover Tomorrow”を表現する演出がされる。
また、最新技術と日本ならではの演出で新しい日本の姿を世界に示
すとともに、日本の伝統文化も称える。

開閉会式は８０，０００席を備えた最新鋭の施設である新たな国立
霞ヶ丘競技場で行われる。ここは1964年大会でも開閉会式が行われ
た場所である。

2.9  都市活動（例：ライブサイト）について述べてください。また都市活
動がオリンピック競技大会中、貴都市の一般市民がまたとない
オリンピック競技大会を経験する上でどのような貢献ができるか
について述べてください。
さらに、これらのプログラムを行う上で関わりのあるさまざまな
ステークホルダーはどのように交流するかを説明してください。

都市活動

ライブサイト、コミュニティ主体の祭典、ファントレイル、その他文化
プログラムからなるさまざまなイベントにより、活気あふれる東京にな
る。大会期間中、訪れた人々だけでなくオリンピック・ファミリーや地元
コミュニティに素晴らしい体験をもたらし、オリンピックとコミュニティ
が一体となる。

都市活動プログラムは、主に東京都が資金提供し、大会組織委員会
や関連諸組織と密に連携を取りながら実施する。

ライブサイト

東京の有名な公園（代々木公園、日比谷公園、上野恩賜公園、井の
頭恩賜公園）に大型スクリーンを設置してチケットを持たない人々も
感動を共有できるようにする。

ライブサイトは、都市部で伝統文化とポップカルチャーを調和させ、
音楽イベントや演劇も主催し、スポーツ、文化、最新技術が世界的に融
合することにより、発見の旅へと観客を誘う。

東日本大震災の被災地にもライブサイトを設置し、東京の会場と中
継でつなぐ。

コミュニティ主体の祭典

都内の地域コミュニティは、街頭装飾やイベント展開により、地域の
特性を活かして大会の祝祭の雰囲気を盛り上げ、来訪者を温かく迎え
入れる。

ファントレイル

ボランティアと若手アーティストによって競技会場と最寄駅の間に、
「ファントレイル」が設置され、活気ある祝祭の雰囲気や彫刻、音楽、
ストリートパフォーマンスでイベント会場への道のりを盛り上げる。

2.10  スポーツ活動を一般市民にもたらすために、貴都市が提案する
イニシアチブ（招致活動中又は大会組織委員会として）につい
て述べてください。例えば、貴都市ではオリンピック・デーをど
のように祝う予定かについて記述してください。

スポーツ活動

私たちは、オリンピック大会を開催することが社会的統合や健全な
ライフスタイルに寄与する意義を認識している。

２０２０年東京大会は２０１２年ロンドン大会の「スクール・ゲーム・プ
ログラム」及び２０１６年リオ大会に引き続き国際的なスポーツ活動の
レガシーを築く。

その他のイベント活動により、東京都スポーツ振興局（２０１０年設
置）が行うスポーツ全般の振興、また、教育部門と連携した若者のス
ポーツ振興を推進する取組を補完する。これらの活動には以下のもの
が含まれる。

・ 「スポーツ祭東京２０１３」などのスポーツイベントを開催する。こ
の大会は日本の各都道府県から２７，０００人以上の選手と役員が
参加し、一般のスポーツ大会と障害者のスポーツ大会をひとつ
のイベントとしてとらえ開催する。
・ ２０１８年まで、すでに２０１１年に開催した世界体操競技選手権大会
やFIVBバレーボール世界選手権のような国際大会を実施する。
・ ２０１１年には２４０万人以上が東京で国際的なスポーツ大会を楽
しんでいる。
・ ６月２３日に開催される「オリンピックデイ」の祝祭を、JOC主催に
よる芸術とスポーツを融合したイベントを通じて盛り上げる。 
・ 毎年10月10日には１９６４年大会の開会式の日を記念した「スポー
ツフレンドシップデイ」を開催する。
・ 都立駒沢オリンピック公園では、オリンピックフェスティバルを開催
している。2011年には13,000人を超える来場者が参加した。

日本では、独立行政法人国際協力機構（JICA）のボランティア事業
を通じて、開発途上国にスポーツ指導・普及の分野でボランティアを
派遣している。これらのボランティアのトレーニングを受けた約60名
の選手が、2000年シドニー大会から2012年ロンドン大会までの4つ
のオリンピック大会に参加した。日本ではこうしたボランティアを派遣
することによって、開発途上国における若者の健全な成長に対する貢
献を今後も継続していく。

2.11  文化、教育、セレモニー、都市活動の予算の明細を述べてくだ
さい。またその財源はどの団体・組織から確保するか提示して
ください。

予算

文化プログラム TOCOG、東京都、
東京都歴史文化財団、その他

３4億円
（39百万米ドル）

教育プログラム

セレモニー

都市活動

TOCOG、東京都、区市町村、
地域コミュニティ、嘉納治五郎記念国際
スポーツ研究・交流センター、
東京都スポーツ文化事業団、その他

TOCOG、その他

TOCOG、東京都、地域コミュニティ、
スポンサー企業、東京都公園協会、
東京都スポーツ文化事業団、その他

11億円
（12百万米ドル）

１０６億円
（121百万米ドル）

５３億円
（60百万米ドル）

主体 金額

表 2.11 予算と財源
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政治及び市民の支援
政府及び市民からの高い支持
• 政府のあらゆるレベルからの全面的な支援
• 政治的に安定した民主主義社会
• 堅固な組織体制
• スポーツの力で人々が心を一つに盛上げるオリンピック・ムーブメント
• 高まる市民の支援
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3.1  オリンピック競技大会に関わるすべての都市や地域、州、その
他の所轄官庁のリストを提出してください。
オリンピック競技大会の準備と運営において、各所轄官庁が
提供を求められる正確な責務と支援について、表を使って説
明してください。また、立候補段階及び開催都市決定後に、さ
まざまな政府当局や団体間の連携確保のため予定されている
手順を述べてください。

所轄官庁と緊密に連携したオリンピック競技大会

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の準備と運営に
深く関わる所轄官庁は、以下の通りである。

・ 日本国政府
・ 東京都
・ 他の地方自治体

これらの所轄官庁は、2020年東京大会を支持することを既に表明
している。これらの所轄官庁の責務と支援を表3．１で示す。

関連組織との緊密な協力を可能にする強固な連携システム

所轄官庁や民間を含む様々な組織が、確実かつ円滑に連携して大
会の計画及び実行に関与するために、各種連絡調整会議が設置され
る。なかでも、会場施設連絡調整会議、輸送連絡調整会議、セキュリ
ティ連絡調整会議の3つの連絡調整会議は、法人組織ではないものの
重要な会議である。

なお、会場施設連絡調整会議は、恒久及び仮設の会場施設整備に
向けた連絡調整を行う。東京都は、大会組織委員会との連絡調整窓口
となる（仮称）オリンピック・パラリンピック準備本部を設置し、都が所
有するスポーツ施設の整備や選手村の整備、大会実施に向けた調整
などを行う。あわせて大会のために必要な交通インフラや関係施設の
多くを「2020年の東京」の都市戦略に沿って整備する。このため、施
設整備等を目的とする法人は設立しない。

この強固な連携システムの実施に向けて、すでに立候補都市段階
で最初の一歩が踏み出された。招致委員会の評議会が定期的に開催
されて、政府からスポーツ界に至るまで、幅広い組織の連携が確保さ
れている。評議会メンバーは、JOC会長を兼ねる招致委員会理事長
（IOC委員）、IOC名誉委員、東京都知事、内閣総理大臣、衆議院議長、
参議院議長、国務大臣、スポーツや経済関連団体など、各界の代表者
から構成される。また、東京招致に係る関係副大臣・政務官会議が定期
的に開催され、招致委員会、東京都、特に関連が深い省庁の間で連
絡・調整が行われている。

表 3.1 所轄官庁の責務と支援

・ スポーツ行政を担い、オリンピック競技大会の政府窓口として各省庁の調整を行う。
・ ドーピング・コントロールに係る全般的な調整を行う。

文部科学省

障害者スポーツ行政を担い、パラリンピック競技大会の政府窓口として各省庁の調整を行う。厚生労働省

・ 公共交通機関を包括的に監督する。
・ 大会輸送全体に関する運営にあたり、大会組織委員会などと連携する。

国土交通省

入国管理を行う。法務省

査証に係る措置をとる。外務省

関税等の徴収と通関手続きを行う。

知的財産権の保護を行う。

財務省

経済産業省
特許庁

飛行制限区域の監視・警戒を行う。防衛省
日本国政府

（仮称）オリンピック
・パラリンピック
準備本部

・ オリンピック競技大会の東京都側窓口として、都庁内関連部局との連絡・調整を行う。
・ 東京都所有の既存施設及び新築恒久施設の工事進捗を監理する（詳細は表8.8を参照のこと。）。
・ 選手村が確実に整備されるよう監督する。
・ 都市活動、文化・教育プログラムを展開、統括する。
・ 東京都の管轄内において、輸送に関する計画と運営について大会組織委員会などと連携する。

東京消防庁
会場管理立入検査等による防火安全対策や、消火活動、人命救助活動、搬送を含む救急業務など、
都内における緊急サービスを行う。

・ オリンピック病院（都立病院）を運営する（詳細は、表11.11aを参照のこと。）。
・ 都有施設において、必要な対策を講じてアンブッシュ・マーケティングに対応する。

その他の部局

警視庁に設置されるオリンピック警備本部は、防衛省、海上保安庁、東京消防庁、大会組織委員会と緊密に
連携しながら、都内におけるオリンピックセキュリティ活動を統括する（詳細は、11.7を参照のこと。）。

警視庁東京都

地方会場等がある東京都外の自治体

札幌市（北海道）
さいたま市、川越市（埼玉県）
横浜市（神奈川県）
利府町（宮城県）

セキュリティ、医療サービス、会場への輸送など、大会開催に必要な事項を実施する。

東京都内の各自治体

23特別区、26市、13町村

大会組織委員会及び東京都と緊密な連携をとりながら、都市活動、文化・教育プログラムなど、
さまざまなオリンピック関連活動を行う。

海上の警備・警戒を行う。海上保安庁

他都市で行われる聖火リレーやサッカー予選会場等の警備に関して、都道府県警察の相互連携に関する調整を行う。警察庁

図 ３.1 大会組織委員会と所轄官庁等の関係図
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大会組織員会
理事会

会場施設連絡調整会議

輸送連絡調整会議

セキュリティ連絡調整会議

医療及び
ドーピング・コントロール

文化・教育プログラム

通関・入国審査
（査証関連措置を含む。）

会長

セキュリティ対策本部

オリンピック
輸送センター

文化教育部
（仮称）オリンピック・
パラリンピック準備本部 地方自治体

会場整備部

医事本部

法務部

東京都代表

（仮称）オリンピック・
パラリンピック
準備本部

警視庁

東京消防庁

病院経営本部

政府代表

文部科学省
（独立行政法人日本スポーツ振興センター） 会場施設の所有者

国土交通省 高速道路会社
空港会社 交通事業者

警察庁

道県警察
防衛省

海上保安庁

法務省

外務省

財務省

文部科学省

地方都市消防当局

医療・薬事関係団体
JADA

WADA認定検査機関

JOC会長・JPC会長

アスリートの代表

IOC委員

連絡調整会議 協働関係

その他大会組織委員会 東京都 日本国政府



3.2  オリンピック競技大会の開催計画に対する支援と約束について
3.1でリストアップされた国、地域、現地の所轄官庁からの保証
書を提出してください。

東京オリンピック計画にあたる支援や約束

保証ファイルの項目3.2に添付の保証書を参照のこと。

3.3  表3.3を使い、貴国の政党の種類、及び各政党の勢力と2020年
オリンピック競技大会の貴国での開催に対する見解を示したリ
ストを提出してください。
また、開催計画に対し、支持又は反対の立場で大きな役割を果
たすと思われる政治的又はその他の著名人がいる場合、その人
物についても述べてください。
開催計画を支援又は阻止しようとする可能性のある、その他の
政治的・社会的動向や活動のリストを提出してください。

2020年オリンピック・パラリンピック競技大会の東京招致に
対する党派を超えた支持

超党派の国会議員により「2020年オリンピック日本招致議員連
盟」が設立されている。この連盟には、総議席数の90%以上を占め
る、民主党・自由民主党・国民の生活が第一・公明党などの国会議員
（2012年10月31日現在）が参加している。衆参両議院において、招
致に賛成する決議がなされている。

また、東京都議会議員の有志によって設立された「東京都議会オリ
ンピック・パラリンピック招致議員連盟」には、総議席数の８０％を超え
る、民主党・自由民主党・公明党の超党派の議員が参加している。東京
都議会においても、大会開催を求める決議がなされている。

このように多くの政党の支持を得ていることから、2020年までに
開催される選挙の結果が2020年の東京大会に悪影響を及ぼさない
ことは明らかである。

日本の主な政党の東京招致に対する支持状況及び見解は、以下、
表3.3のとおりである。

46.0%（国会）
36.2%（都議会）

27.8%（国会）
29.1%（都議会）

  6.9%（国会）
     0%（都議会）

  5.5%（国会）
18.1%（都議会）

  2.1%（国会）
  6.3%（都議会）

他の政策に財源を振り向ける
べき。

政党

支持

支持

支持

支持

反対

民主党

自由民主党

国民の生活が第一

公明党

日本共産党

支持又は
反対 主な理由 国会及び

都議会での勢力

表 3.3 政党 2012年10月31日現在
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招致気運醸成キャンペーン

招致委員会では、申請都市段階での世論調査を踏まえ、更なる招致
気運醸成のために戦略的な広報キャンペーンを展開してきた。

招致委員会は、今後もさまざまな分野からの協力を得て効果的なコ
ミュニケーション・プランを継続的に実施することで、国民、都民の支
持を着実に集め、オリンピック・ムーブメントの普及に尽力していく。

主な取組は、以下のとおりである。

招致気運醸成への取組

・ オリンピック・メダリストなどの協力を得たJOCや東京都との連携活動
・ マスメディアを活用したPR活動（2012年8月から11月までの間、テ
レビのニュース番組で取り上げられた招致関係ニュースは、延べ18
時間以上）
・ 街頭の大型スクリーンや電車内LCD画面での招致PR映像放映
・ スポーツ等の分野で影響力のある著名人を起用した、ウェブサイト
やソーシャル・ネットワークを通じた情報発信
・ スポーツ・文化イベントでのPR
・ 都有施設を活用したPR

民間セクターからの支援

東京商工会議所をはじめとした全国の商工会議所から、招致に向け
た力強い支援がある。招致委員会や東京都と連携したイベントを節目
の日に開催したり、オリンピアンによる招致PRのための講演会を行っ
たり、地域のイベントに招致PRブースを出展するなど、積極的な招致
活動を行っている。

全国の自治体からの支援

全国の地方自治体などから寄せられた支援を最大限活用して、地域
に根ざした招致活動を行っている。招致委員会と連携して、招致促進
イベントの開催や招致促進用アイテムの制作・配布等、さまざまな手段
を講じて招致活動を行っている。

3.5  貴プロジェクトに対して反対意見がある場合には、どのようなも
のか詳細を述べてください。

反対意見

2020年オリンピック・パラリンピック競技大会の東京招致に対し
て、大規模な反対運動はない。

3.4  国、地域、都市の住民がオリンピック競技大会の開催プロジェクト
を支持していることを、次の形で証明してください。貴都市のプ
ロジェクトに参加する可能性のある他の市町村についても同様
です。
・ 世論調査
－世論調査が実施された場合は、日付、質問事項、標本数、対
象地域などの詳細を提出してください。
－いかなる世論調査も、国際的に認知された調査会社／組織
によって実施されたものでなければなりません。

・ 住民投票（実施された場合） －詳細を提出してください。
・ 啓発キャンペーン
・ その他

国民の支援

東京招致への支援

東京2020オリンピック・パラリンピック招致委員会は、調査会社に
委託し、IOCの調査に準じた手法で2012年10月に世論調査を行っ
た。その結果、都民の65％、国民の64％が、東京でのオリンピック・パ
ラリンピック競技大会開催に賛成しており、都民の81％、国民の78%
が2020年東京大会は日本に良いレガシーを残すと考えていることが
判った。

世論調査の概要

質問内容：
・ 2020年のオリンピック・パラリンピック競技大会を東京で開催する
ことに、あなたは賛成ですか、反対ですか？

・ あなたは、東京での2020年のオリンピック・パラリンピック競技大会
が国全体に正の遺産（レガシー）を残すと思いますか？

実施方法 ： 電話調査50％、WEB調査50％
対象地域 ： 東京都及び日本全国
実施日 ： 2012年10月
サンプル数 ： 東京都800人、東京都を除く日本全国1,200人

コミュニケーション・プランの成果

招致委員会は、2020年大会の東京招致に対する東京都民の招致
支持率を定期的にモニタリングしてきている。

2012年中に招致に向けたコミュニケーション・プランを強力に展開
してきた結果、電話調査によると、招致支持率は上昇を続け、反対意
見は減少し続けている。

日本人は大規模なスポーツイベントを好み、それに参加したいとい
う内に秘めた願望と情熱が共存する国民性がある。これまで、日本で
開催された数多くの大型スポーツイベントを支えてきた実績とその成
功が、こうした日本人の国民性を如実に物語っている。そして、東京が
２０２０年のオリンピック競技大会の開催地となり、大会本番が近づき、
そして大会の開幕を迎えるころには、再びその日本人の姿を目の当た
りにすることとなる。

ロンドンオリンピック直後に東京で行われたメダリスト達のパレード
には、平日にもかかわらず50万人という大観衆が詰め掛けた。これも
また、スポーツやアスリート、そしてオリンピックに対する関心が非常
に高いことを明確に表している。

電話調査 ： 東京都民400サンプル
　　質問 ： 2020年のオリンピック・パラリンピック競技大会を東京で開

催することに、あなたは賛成ですか、反対ですか？
＊ 小数点以下を四捨五入

賛成 どちらでもない 反対

2012年1月
IOC実施

2012年7月
招致委員会実施

2012年10月
招致委員会実施＊

47%

30%

23%

58%

26%

16%

67%

21%

13%

グラフ 3.4 東京都民の招致支持率モニタリング結果

025 026

03 03政治及び市民の支援 政治及び市民の支援



法的側面
現行の法的枠組み
• 現行法令で大会開催が可能
• 大会に必要な保証は全て提供済
• 快適で円滑な大会の実施が可能 
• 確立された知的財産権保護制度
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オリンピック憲章と開催都市契約の遵守と義務の
遂行

4.1  オリンピック競技大会の開催計画に関わるすべての所轄官庁に
よる、次の項目を保証する誓約書を提出してください。
・ オリンピック憲章と開催都市契約の条項の遵守
・ すべての誓約に拘束力が伴うことへの理解と同意
・ 開催都市が義務を完全に遂行できるように必要な措置を講じる
保証誓約書は以下の各当局から取得してください。
・ 貴国の政府
・ オリンピック競技大会の開催計画に関するすべての現地及び
地域の所轄官庁

オリンピック憲章及び開催都市契約の遵守並びに義務の
遂行

日本国の内閣総理大臣、東京都知事及び2020年東京オリンピッ
ク・パラリンピック競技大会に関係する地方自治体の長は、それぞれ、
オリンピック憲章及び開催都市契約を遵守し、すべての誓約が立候補
都市に対して拘束力を伴うことへの理解と同意をするとともに、立候
補都市が義務を完全に遂行できるよう、必要なあらゆる措置を講じる。

保証については、保証ファイルを参照のこと。

4.2  オリンピック競技大会の期間中及びその前後1週間に、開催都市
とその周辺において、又は他の競技場において、他のいかなる
重要な国内・国際会議又はイベントも開催しないことを保証する
関係当局からの宣言書を提出してください。

競合する会議又はイベントはない

東京都及び日本国政府をはじめ日本のすべての関係当局は、大会
期間中及びその前後1週間に、東京都内及びその周辺並びにその他
の競技会場において、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技
大会の開催に支障を生ずるおそれのある他の重要な国内・国際会議
又はイベントは一切開催しないことを保証する。

保証については、保証書ファイルを参照のこと。

オリンピック・マークの保護

4.3  立候補都市とそのNOCは、オリンピック・シンボルと「オリンピッ
ク」「オリンピアード」の2語、オリンピック・モットーがIOCの名の
もとで保護されていること、及び／又はIOCの要求通りにIOCの
名のもとで政府及び／又は所轄官庁から適切かつ継続的な法
的保護を取得済み又は取得予定であることを保証しなければな
りません。
オリンピック・シンボル、エンブレム、ロゴ、マークその他のオリン
ピック関連マーク及び名称を保護する貴国の現行の法的措置に
ついて説明してください。
上記の課題に関して貴国の政府から既に提供された協力につい
て述べてください。
IOCの名のもとに上記のオリンピック関連マークや名称を保護
するため、必要なすべての法的措置が講じられていること、又は
講じられる予定であることを示す貴国の政府による宣言書を提
出してください。
パラリンピック・マークと「パラリンピック」の用語についても、
IPC及びIOCの要求通りに等しく保護されることが保証されなけ
ればなりません。

知的財産権保護制度の確立

日本は、世界有数の知的財産権保有国である。そのため、日本国政
府は、知的財産権保護の重要性・必要性を強く認識し、これまで特許
権、商標権、意匠権、著作権等の知的財産権の保護に積極的に取り組
んできた。

日本国政府は、パリ条約、商標法条約、マドリッド協定議定書等に加
盟するとともに、これら国際条約を遵守し、知的財産権を適正に保護
するため、特許法、商標法、意匠法、著作権法、不正競争防止法など、
知的財産権の保護に極めて効果的な法令を既に整備している。

オリンピック・マークの保護

オリンピック・マークは、商標法及び不正競争防止法によって法的保
護を受ける。

日本においては、オリンピック・シンボル、「オリンピック」「オリンピ
アード」の2語及びオリンピック・モットーは、現在、商標法により、オリ
ンピック競技大会、IOC及びJOCを表示する著名な標章として、第三
者がこれと同一又は類似の標章を商標登録することは認められない。

IOCの尊厳と信用を保護するため、不正競争防止法により、IOCの
許可を受けた場合を除き、第三者がこれらのオリンピック・マークを商
業上使用することは禁止されている。

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会のために制作さ
れるエンブレム、マスコットなども、同様に、商標登録等の手続により、
万全の保護を受ける。

知的財産権の侵害に対する措置

オリンピック関連マーク及び名称に対する知的財産権が侵害された
場合には、商標法、意匠法、不正競争防止法等の関係法令に基づき、
IOC等の知的財産権者は、侵害者に対し、違法な使用の差し止めを請
求して迅速な被害の防止を図るとともに、損害賠償や信用回復措置等
を請求して損害の回復を図ることができ、また、侵害者は懲役又は罰
金の刑事罰を科される。

さらに、日本では、関係機関が一体となって、水際や国内での模倣
品・海賊版などの知的財産権侵害物品の取締りを積極的に実施してい
る。

JOC及び大会組織委員会は、こうした知的財産権の法的な保護制
度を最大限に活用することにより、オリンピック関連マーク及び名称を
厳正に保護する。
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パラリンピック・マークの保護

パラリンピック関連マーク及び名称についても、オリンピック関連
マーク及び名称と同様のレベルで、関連法令によって万全な保護を受
ける。

経済産業大臣は、別添のとおり、日本においてオリンピックとパラリ
ンピックに関連するマーク及び名称の保護に必要な法的措置が講じら
れていることを示す宣言書を提出している。

宣言については、保証ファイルを参照のこと。

事前協定の詳細(該当するものがある場合)

4.4  立候補都市、招致委員会又はNOCが結んだ協定のうち、オリン
ピック競技大会の開催都市決定後に効力を発揮するもの、かつ
IOCがこれまでに承認又は合意していないものがありますか(た
とえば貴国のNOCは、開催都市決定後に効力を発揮する協定
として、オプションや更新権をスポンサーに与えましたか)。該当
するものがあれば、それについて説明してください。
該当する協定がある場合は、それらが開催都市契約のいかなる
条項の履行も危うくしたり妨げたり不可能にすることの無いこと
を確認してください。

開催都市契約と矛盾する事前協定はない

東京都、東京2020オリンピック・パラリンピック招致委員会及び
JOCは、開催都市決定後に効力を持ち、開催都市契約の各条項の履
行を危うくしたり、妨げたり、不可能にする可能性のある一切の協定に
署名しておらず、今後、協定を結ぶこともない。

国内・国外における義務

4.5  貴国を拘束する国内的、国際的な義務（例：国内法、国際条約又
は欧州連合の規則及び要求事項）のうち、開催都市契約及びオ
リンピック憲章に基づく立候補都市、NOC及び大会組織委員会
の義務（商業的、財政的、又は法的性格を有する義務を含む。）
と抵触するものによっていかなる影響を受けるか明らかにしてく
ださい。

国内法及び国際条約等との抵触なし

日本の国内法及び日本が批准する国際条約等に基づく義務は、オリ
ンピック・パラリンピック競技大会の開催に関し、オリンピック憲章及び
開催都市契約に基づく立候補都市、NOC及び大会組織委員会の義務
と抵触することはない。したがって、開催都市契約及びオリンピック憲
章の条項は、遵守される。

法人組織

4.6

4.6.1  招致委員会の法人組織を指定し、これを説明してください。
招致委員会が立候補都市を代表する権限を与えられているこ
とを保証し、貴都市を代表して契約その他の文書(事業契約や
開催都市契約など)に署名する権限を持つ代表者らの氏名及
び／又は役職を明記した、貴都市の管轄官庁による宣言書を
提出してください。

東京2020オリンピック・パラリンピック招致委員会

東京2020オリンピック・パラリンピック招致委員会は、東京が
2020年オリンピック・パラリンピック競技大会の開催都市に選ばれる
ことを目的に設置された特定非営利活動法人である。招致委員会は、
2011年9月に設立され、招致活動に関して、東京都及びJOCととも
に中心的な役割を果たす組織であり、2020年の大会招致に関し、東
京を代表する権限を有する。

招致委員会は、理事会と評議会から構成されている。

理事会は招致委員会を代表する組織として活動し、招致活動にお
いて中心的な役割を担う。理事長には、竹田恆和日本オリンピック委
員会会長が就任している。その他、公益財団法人日本オリンピック委
員会、日本パラリンピック委員会（JPC）、公益財団法人日本体育協
会、公益財団法人日本障害者スポーツ協会、東京都の関係者が参画し
ており、加えて、オリンピアン、パラリンピアン、アスリート代表者も構
成員となっている。

評議会は、招致をより強力に推進するために理事会に対して助言や
意見を述べることで招致活動を支援する組織である。評議会メンバー
は、竹田恆和理事長、IOC名誉委員、東京都知事、内閣総理大臣、衆
議院議長、参議院議長、各省の国務大臣、そして、スポーツ、メディア、
労働、経済、農業、教育等の関連団体など、各界の代表から構成され
る。

東京都知事には、立候補都市の代表としての権限、すべての契約書
その他の書類(保証書や開催都市契約)に東京都の名前において署名
を行う権限が与えられている。

保証については、保証ファイルを参照のこと。

4.6.2  貴都市が開催都市に選定された場合に、開催に責任を負う法
人組織（OCOG）を指定し、名前を挙げてその組織の概要を説
明してください。
開催に係る様々な関係者を挙げ、それぞれの役割と責任を述
べてください。
役割と責任について、様々な関係者間でどのように合意され
ていますか。

東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会

東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会は、東京が
2020年オリンピック・パラリンピック競技大会の開催都市に選出され
た場合に設立され、2020年東京大会の計画、運営、実行に責任を持
つ。

大会組織委員会は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法
律、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律に基づく
公益財団法人となる。

なお、大会組織委員会とは別に、恒久及び仮設の会場施設整備に
向けた連絡調整を行うために、会場施設連絡調整会議が設置される。
詳細は3.1を参照のこと。

大会組織委員会の構成

大会組織委員会の構成を以下に示す。

・ 理事会は大会組織委員会の執行機関であり、日本のIOC委員、JOC
会長及び専務理事、JPC会長、政府、東京都、スポーツ界、アスリー
ト及び経済界の代表などにより構成される。
・ 会場整備部は、大会時の会場運用及び仮設の競技会場等の設計・
整備を行う。
・ オリンピック輸送センターは、大会に関わるすべての輸送サービス
を計画・調整・運営する。詳細は13.2を参照のこと。
・ セキュリティ対策本部は、警視庁に設置されるオリンピック警備本部
等と緊密に連携して、特に会場のオリンピックセキュリティ活動を行
う。詳細は、11.6を参照のこと。
・ 医事本部は、大会に関わるすべての医療サービス及びドーピング
コントロールを計画・調整・運営する。
・ 法務部は、通関と入国手続きの計画・調整など、大会に関わる様々な
法的な業務を行う。
・ 文化教育部は、オリンピックに関する文化・教育活動を計画・調整・
運営する。
・ そのほか、財政、マーケティング、宿泊、環境等を担う部署に加え、オ
リンピック・レガシーの継承に向けて活動・対外調整を行う部署が設
置される。

大会に関連する所轄官庁は3.1を、オリンピック・レガシー委員会は
1.4を参照のこと。
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4.6.3  招致委員会から組織委員会に移行する計画の概要（OCOGの
初年度の資金調達方法を含む）を説明してください。

円滑な大会組織委員会への移行

招致委員会から大会組織委員会への移行は、開催都市決定から5ヶ
月以内に、継目なく迅速に行われる。大会組織委員会は招致委員会が
書面又は口頭で表明したすべての誓約を確実に実施する。大会組織
委員会が設立されると、初年度の運営資金は銀行融資にて調達され
る。大会組織委員会の財政についてはテーマ6を参照のこと。

公用語

4.7  IOCの公用語はフランス語と英語です。貴都市が立候補に使用
する公用語、すなわち貴都市の提出文書で翻訳に違いが生じ
た場合、優先される言語はこのうちどちらですか。

公用言語 

2020年東京大会の立候補段階における公用言語は、英語である。

労働許可

4.8  大会関係者がオリンピック競技大会の準備のために貴国に一
時的に入国することが許可されること、また、何らかの税を支
払うことなく、迅速かつ簡便な方法で適切な労働許可を取得で
きることを記した保証書を提出してください。

入国・労働許可

日本国内で外国人が就労するためには、在留資格が必要である。大
会の準備・運営組織に必要な大会関係者は、入国の際、日本国内で就
労が認められる在留資格が付与されることにより、日本に滞在し、大会
任務を果たすことができる。そのため、入国後に何らかの税を支払っ
て、労働関係を所管する官庁から労働許可書を別途取りつける必要は
ない。

保証については、保証ファイルを参照のこと。

物品の輸出入

4.9  IOC、各IF、各国NOC及びその代表団、報道関係者、スポン
サー、サプライヤーが、オリンピック競技大会の開催に関連する
責務を果たすために必要な物品（消耗品を含む。）の輸入、使
用、輸出について、あらゆる関税が免除される旨の、関係当局の
保証書を提出してください。 

関税の免除

IOC、各IF、各国NOC及びその代表団、報道関係者、スポンサー、
サプライヤーが携帯し、又は別送して輸入する物品のうち、個人的な
使用に供するものや職業上必要な器具で、税関が適当と認めるものに
ついては、国内法令に従い無条件で関税が免除される。また、それ以
外の物品についても、大会で使用され、国内法令に従い再輸出される
ものは、関税が免除される。

保証については、保証ファイルを参照のこと。
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環境
最高の環境基準を推進するためのプラットフォーム
• 都市の持続可能性の新しいモデル
• 環境への影響が少ない省エネルギー型の会場配置と施設整備
• 都市の中心に新しい緑の空間を創出
• 循環型の大会運営

05
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環境

5.1  貴都市では下記のステークホルダーの計画への関与はどうして
いるか。また、貴都市はそのステークホルダーとの適切な関係を
どのように築いていくつもりか述べてください。
・ 公的環境機関 
・ 非政府環境保護団体
・ 民間セクター

ステークホルダーとの協調

2020年東京大会では、持続可能性・環境関連分野に係る多くのス
テークホルダーとの協調・協議を特に重視する。

非政府環境保護団体（NGO）や地域団体、公的機関、有識者及び民
間セクターとの協調や対話を行い、計画段階から、持続可能性への最
大限の配慮、環境の負荷軽減、協力体制やパートナーシップの確保と
いった、レガシーにつながる戦略の実施を目指す。

公的機関

日本国政府が、国内全体の政策を担っており、環境の保全に関する
総合的、計画的かつ長期的な施策の推進を図るため、環境に関する有
識者・民間セクターをメンバーとする中央環境審議会の意見を聴き、
「環境基本計画（2012年 第四次）」を策定した。

また、都内の環境政策は、東京都が権限と責任を有し、2008年に、
環境に関する有識者・NGO・民間セクターをメンバーとする東京都環
境審議会の意見を聴くとともに、都民や地域団体の意見等も反映し、
抜本的な見直しを行い、策定した「東京都環境基本計画」に厳格に準
拠し、進められている。

この計画において、東京都は、気候変動への対応、より快適で質の
高い都市環境の創出、持続可能な環境交通の実現や、省資源化と資
源の循環利用の促進などの政策を推進している。

東京都は、都の環境に関する計画を管理・調整するとともに、東京オ
リンピック・パラリンピック競技大会組織委員会（以下、「大会組織委員
会」という）が実施するオリンピック・ゲーム・インパクト（Olympic 
Games　Impact　：　OGI）・プログラムに参加し、必要に応じ指導及び
助言を与える。

東京都は、森林などの自然を守る「大自然塾」、家庭の生ごみの堆
肥化の実施・検証プログラムなど、NGOや民間セクターと連携し、環
境に関わる各種協働事業を実施してきた。

また、東京都は、環境NGO・民間企業・ボランティア等と連携した、
「東京グリーンシップ・アクション」として、自然環境保護活動なども実
施している。

東京都は、大会組織委員会と協議しながら、必要に応じて、オリン
ピック関連事業に協働で取組み、東京大会における環境への取組み
の効果を最大化する。

学識経験者・NGO

東京都は、2016年立候補時には、学識経験者等をメンバーとする
「2016年東京オリンピック・パラリンピック環境ガイドライン専門家会
議（Environment Experts Committee：EEC）」、環境NGOをメン
バーとする「2016年東京オリンピック・パラリンピックNGO会議
（Environment Advisory Committee：EAC）」から幅広い意見を
求め、東京大会の環境保全の方針となる「2016年東京オリンピック・
パラリンピック環境ガイドライン」を策定した。

今回、東京都は、この環境ガイドラインの更新を実施し、「2020年
東京オリンピック・パラリンピック環境ガイドライン（以下、「環境ガイド
ライン」という）」を作成した。

なお、EECは、招致決定後も、大会組織委員会の環境担当部局の下
に移行する。EECの役割は、大会における環境の誓約・行動への助言
及び促進を行うとともに、環境ガイドラインに基づくカーボン排出削減
対策、環境学習等の実施状況を検証することである。大会組織委員会
の環境対策は、EECの意見を尊重して決定される。また、EACは、招
致決定後も継続して大会組織委員会の環境対策に対し、助言を述べ
る役割を担うこととなる。

大会組織委員会

大会組織委員会は、東京都が実施してきた先進的な環境政策を基
礎としつつ、2020年東京大会を契機として、それらを補完し一層強
力に推進する。

また、EEC・EACや地域団体などから広く意見を求めて、環境対策
を推進する。

さらに、オリンピックスポンサー、サプライヤー、観客、視聴者などの
民間セクターや地域社会に対し、環境意識の向上や環境負荷の削減
につながる行動を促す。大会組織委員会は、東京都の協力のもと、ス
ポンサー等の民間企業を中心とした民間セクターやNGOと協議の場
を設け、環境に関わるプログラムを連携して実施する。

こうしたプロジェクトには、スポンサー・NGOやその他環境団体が、
環境に配慮した製品・活動・宣伝の機会を共同で検討するスポンサー
環境ネットワークの形成も含まれる。

2020年東京大会で活かされた環境技術・環境行動・教訓などを普
及・発信することで、オリンピック・ムーブメントに沿った地球規模の環
境保全と持続可能性への取組に貢献する。

5.2　OCOGが計画中の環境保護目標はどのようなものか。また、そ
れらの目標（環境に対するその他の配慮事項があれば、その内
容も含む）をどのように考慮していくのか述べてください。
大会前、期間中、終了後の環境に対する影響を防止及び削減す
るための対策について、その構想を述べてください。
以下の分野に関する情報を提出するものとする：
・ 持続可能な会場設計及び建設
・ 輸送
・ 大気汚染及び騒音公害
・ 固形廃棄物処理
・ 水管理及び下水処理
・ 土壌
・ エネルギー供給と保護、再生可能エネルギーの利用と管理
・ 自然環境と文化遺産の特筆すべき特徴の保護と強化
・ 環境に対する意識の向上

2020年東京オリンピック・パラリンピック環境ガイドライン
　
環境ガイドラインは、2020年東京大会における環境マネジメントの
最も重要なツールである。このガイドラインは、大会準備期間中から開
催時、閉会後、レガシーとして残すまでの全サイクルを網羅し環境に
関する最高指針となる。このガイドラインには、環境に関する、理念、
基本方針、事業の体系、ステークホルダーとの連携や協力、施設別の
環境目標や、それらを実現する手法を定めている。これは、
ISO20121における環境部分の考え方に基づく（1.4参照）。

また、2020年東京大会は、大会運営・レガシーの持続可能性の最
大化を図るために、2012年ロンドン大会の持続可能性のための方
針・活動や、「持続可能なロンドン2012年委員会」の大会報告を、詳
細に研究する。

環境理念「環境を優先する２０２０年東京大会」

オリンピックには、競技自体のすばらしさに加えて、環境学習及び環
境意識に影響を与える偉大な力、他に比べるもののない発信力があ
る。世界最大規模かつ先進的な都市の一つである東京の中心でオリ
ンピックを開催することは、総合的な環境政策を示し、いかにして都
市・人間・環境保護の必要性を密接に協調させるかの典型的な実施例
を示すことになる。

2020年東京大会における環境への取組は、アスリートや大会関係
者のみならず、観客、テレビ視聴者、メディア、地域など世界中のあら
ゆる人々の参加を促す。地域を取り込んだ環境に関わる活動・展示会
等を実施、普及させる。

環境ガイドラインの基本的な考え方（3つの柱）

柱１：環境負荷の最小化

環境ガイドラインの柱には、カーボンニュートラルな大会を実現する
ため、再生可能エネルギー、公共交通機関、低エネルギー車両の活
用、廃棄物の再生利用の考え方などを据え、エネルギー・資源の消費
や二酸化炭素の排出を縮小する。

柱２：自然と共生する都市環境計画

2020年東京大会は、都市の緑化を促進させる契機にもなり、自然
環境と共生する快適な都市環境をより楽しめるようになる。

会場設計・施設は、エネルギー・資源・水の保全の観点から持続可能
なデザインとする。2020年東京大会の会場及びその周辺は、東京臨
海部を中心に緑地と緑の回廊で東京の中心部と結ばれ、そこに息づく
多様な生物に特別に配慮する。
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柱３：スポーツを通じた持続可能な社会づくり

2020年東京大会は、スポーツを通じて地球環境・地域環境の大切
さを発信する大会である。

良好な環境は、優れたパフォーマンスを引き出す必要条件である。
一方、スポーツの与える喜び・感動や、模範となるモデルや優れた手本
による影響力は、人を具体的な行動へと駆り立てる力を持つ。

したがって、スポーツを通じた持続可能な社会づくりも、2020年東
京大会の柱であり、強力かつ重要な指針として、教育・参加・協調など
の様々なアプローチにより推進していく。

上記の基本的な考え方（３つの柱）に基づき、環境ガイドラインにお
ける、オリンピック競技大会前・期間中・終了後の環境に対する影響を
防止及び削減するための対策を以下に述べる。

持続可能な会場設計及び建設

2020年東京大会の37競技会場のうち、15会場が既存施設であ
る。また、28会場を選手村から8km圏内に配置することで、公共交通
機関の最大限の利用を通じて移動による環境負荷を最小化するとと
もに、大会の効率的な運営にも寄与する。

競技会場は、厳しいグリーン・ビルディングの基準や環境ガイドライ
ンに従って建設・改修される。新設の競技会場は、市街地内の未利用
地等に建設するため、地域社会や自然・文化資源に悪影響を及ぼすこ
とはない。

東京都は、「2020年の東京」に位置づけられている「建築物環境
計画書制度」により、民間事業者が大規模開発を行う場合、現在の標
準的な建物より35％エネルギー使用を削減するよう誘導している。
2020年東京大会の関連会場の建設に当たっては、この取組を実現す
る。

環境負荷の少ない輸送

2020年東京大会は、世界で最も発達し効率の良い東京の公共交
通機関を最大限活用することで、二酸化炭素の排出量を抑制し、大気
汚染への影響をより引き下げるなど、環境対策に大きな効果が得られ
る。

観戦チケット保有者が、公共交通機関を無料で利用できるようにす
るとともに、競技会場について公共交通機関でアクセスしやすいよう
にコンパクトに配置することで、観客が100％公共交通機関・徒歩で
会場等に移動することを実現する。

また、大会関係車両は、全て、電気自動車、燃料電池自動車やハイ
ブリッド車などの低公害かつ低燃費な自動車を使用する。

大気汚染及び騒音公害対策

2020年東京大会では、自動車の使用等に伴う大気汚染及び地球
温暖化や、建設計画・工事・運営に伴う騒音公害については、法令・条
例による厳しい規制を遵守することは当然として、低公害かつ低燃費
車両や、低騒音・低振動型建設機械など日本の優れた環境技術を活用
することにより、さらなる環境負荷の最小化を図る。

さらに、大会組織委員会は、開催区域の地域社会と密接に協議し、
地域社会に対するきめ細かな配慮を行なう。

また、放射線や放射性物質への対応については、福島原子力発電
所事故に係る放射線や放射性物質のモニタリングを確実かつ計画的
に実施することを目的として、関係省庁、自治体及び原子力事業者等
が実施している放射線や放射性物質のモニタリングの調整等を図る
ため、国によりモニタリング調整会議が設置されている。この会議のも
と、国の関係省庁、自治体、原子力事業者等が役割分担を行い、大気・
水道・海域・食品などの様々な対象について、放射線や放射性物質の
モニタリングを実施している。

その中で、空間放射線量については、福島原子力発電所事故以前
から、全国47箇所（各都道府県に１箇所以上）のモニタリングポストで
モニタリングを実施していたが、福島原子力発電所事故後、2012年４
月からモニタリングポストを増設した。モニタリングポストによる測定
結果をみると、東京都及び地方会場都市のモニタリングポストでは、
国際放射線防護委員会（ICRP）勧告における放射線の防護規準を十
分満足している。

廃棄物から資源へ

2020年東京大会は、徹底的に廃棄物を無くす大会である。総合的
に廃棄物を管理する戦略は、廃棄物の発生を最大限抑制（リデュー
ス）した上で、再使用（リユース）の徹底や、再利用（リサイクル）の促
進（最も効率的に再利用できる廃棄物処理の仕組みづくり）を行い、や
むを得ず残った廃棄物も可能な限りエネルギーへの活用（バイオガス
等）などを行なう。

その実施に当たり、大会組織委員会は、包装や使い捨て容器利用
の削減などについて、スポンサー・ライセンシー・サプライヤー・場内売
場などと連携する。

「もったいない」の精神を世界に普及させる５Ｒ【発生抑制
（Reduce）、再使用（Reuse）、再利用（Recycle）、エネルギー回収
（Recover Energy）、都市の自然環境の再生（Restore the Urban 
Nature）】モデルを採用し、次世代を中心とした地域社会へのレガ
シーとして啓発し、意識の向上を図る。日本中の関係機関と協力し、こ
の大会で得られる循環型社会の取組を、オリンピックレガシー委員会
による監督のもと、大会開催後もレガシーとして活かしていく。

・ 発生抑制（Reduce）
既存会場の最大限の活用、新設会場の建設や大会運営における環
境負荷の抑制、会場での使い捨て用品の使用抑制 等

・ 再使用（Reuse）
既存施設の継続利用、新設施設の長寿命化、会場・施設でリユース
食器利用、仮設建築・資材の再利用徹底　等

・ 再利用（Recycle）
各会場共通の標識や案内といった分別の分かりやすい表示、リサイ
クル品やリサイクル材を利用した製品と最小限の包装といったグ
リーン購入・調達　等

・ エネルギーを回収（Recover Energy）
清掃工場の排熱利用や食品廃棄物からのバイオガス等エネルギー
を回収、様々なリサイクル・再生施設を擁する「スーパーエコタウン
事業」（既に運営中） 等

・ 都市の自然環境の再生（Restore the Urban Nature）
都市における緑地の創出、植栽プログラムの実施　等

水管理及び下水処理

飲料水は、日本国政府が「WHO飲料水水質ガイドライン」よりも厳
しい基準を定めており、その基準を十分に満足しているため、安全性
とおいしさを兼ね備えている。

飲料水の放射性物質については、東京都に加え、サッカー競技会場
が予定されている他の全自治体の調査結果（2012年10月）によれ
ば、「WHO飲料水水質ガイドライン」を十分満足している。

なお、東京港においても、海水中の放射性物質について平日には毎
日測定しているが、その測定結果（2012年10月）は、「WHO飲料水
水質ガイドライン」と比較しても満足している。

会場・施設の整備に当たっては、雨水・再生処理水の使用及び利用
により、水資源が有効に活用されるようにする。

また、施設から排出される汚水は、東京都の水再生センターで高度
処理する。

土壌

会場・施設の整備に当たっては、法・条例に基づき、土壌への調査・対
応を適切に実施していく。

エネルギーの供給と保護

2020年東京大会は、競技会場の建設や運営にできる限りエネル
ギーを使わない、カーボン排出の少ない大会とすることを目標として
いる。

既存施設を可能な限り活用するとともに、新設施設や大規模改修を
行う施設にはパッシブデザインや環境負荷の少ない機能及び技術を
積極的に導入するなど、低エネルギー化を進める。

2020年東京大会では、大会用の二酸化炭素排出量のモニタリン
グ・評価モデルを構築する。

自然環境と文化遺産の特筆すべき特徴の保護及び強化

既存の競技会場の中には、東京の自然遺産や文化的象徴の一部と
して定着し、その景観形成に不可欠な要素となっているものもある。そ
して、周辺環境と調和し、それらの会場で行われる競技を観戦する観
客の楽しみを増幅する。

東京都内の緑の創出については、東京都の旧長期計画「10年後の
東京（2006～2016年）」に位置づけられていたが、この計画のもと、
既に463haの新たな都市公園や植樹などの緑地が創出されている。

「2020年の東京」のもとでは、2020年までには537haが創出さ
れる。大規模緑地とそれをつなぐ緑の回廊は、多様な生物が息づく自
然環境に特別に配慮しながら形成される。

環境に対する意識の向上

・ フェアプレイ・フォー・アース
オリンピック大会は、300億人を越える全世界での累積視聴者数を
有し、オリンピックの価値やオリンピズムの考えを伝えることに大い
に力を発揮する。大会組織委員会は、オリンピックの比類ない発信
力を活用し、「フェアプレイ・フォー・アース」の精神の下、環境に対す
る意識を向上させ、環境保護を促し、環境への責任を持ち、その環
境対策を明示する。
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5.6  環境に関する目的、目標を達成するために用いられる環境管理
ツールや環境遵守基準について、その詳細を述べてください。

環境管理ツール

大会組織委員会は、東京都、EEC、EAC、オリンピック・ファミリー及
びその他の関係者と連携を図り、環境ガイドラインに基づく環境に関
する様々な取組みについて、環境マネジメントシステムを構築し運用
する。なお、2020年東京大会では、環境マネジメントシステムについ
て、新しいイベント・マネジメントシステムの国際規格である
ISO20121により運用するため、この新規格に従って持続可能性を
実践する。その際に、東京都の二酸化炭素排出削減やエネルギーの
効率的利用に関わる厳しい基準も厳守する。

環境遵守基準

国内法令において、環境に関する典型七公害（大気、水質、土壌、騒
音、振動、地盤沈下、悪臭）に関する規制基準や、循環型社会を形成す
るためのリサイクルの手続き、有害物質の取り扱い、エネルギー使用
の合理化等の基準などが定められている。

また、東京都においても、条例により、国の基準よりさらに厳しい基
準を設けている。

なお、グリーンビルディング認証制度については、5.5を参照。

5.7  オリンピック競技大会における環境試験・改善計画や、環境に
やさしい技術の導入について述べてください。

2020年東京大会は、水と緑の生物多様性に関わるプロジェクトを
普及・発展させるものである。

このプロジェクトは、東京臨海部を中心に据えており、2020年東京
大会による会場周辺を含めたより多くの新しい緑地創出をもたらし、
東京都の長期的な都市戦略である「2020年の東京」の一翼を担うも
のである。

東京臨海部における21箇所の競技会場・選手村などの施設やその
周辺環境は、水と緑の回廊に包まれ、周辺の自然環境を補完・調和す
るように設計・建設される。そして、敷地内緑化はもとより、屋上・壁面
緑化を実施する。

4つの競技会場を予定している海の森地区では、現在、森を創出す
る事業を展開している。「海の森」プロジェクトでは、「2020年の東
京」のもとで継続し、これまでに88haの計画のうち、20haの植樹が
実施され、着実に進んでいる。都内の公園や街路樹の剪定枝葉からつ
くった堆肥を、建設発生土に混ぜて豊かな土壌をつくり、募金により購
入した苗木や、地域社会で種子から育てた苗木を植樹している。生物
多様性に配慮した整備を進めつつ、緑あふれる森や水に触れ合い、ス
ポーツが楽しめる海辺、鳥や水生動物等の生物多様性が維持されて
自然環境が保全された地区が誕生する。

環境にやさしい技術の導入

2020年東京大会は、日本における国際レベルの環境技術の育成と
展開の機会となる。

省エネルギー・太陽光・環境に配慮した車両・水質浄化・建築物の特
殊緑化など、日本で実証済みの環境技術について、競技会場・選手村
等に採用することで、オリンピック開催を梃子にして、環境技術の展開
を促進するとともに、実現可能な環境保護と持続可能な対策を示して
いく。

また、会場・施設における環境技術の展示やバックヤードツアー、そ
の他大会と並行して開催する様々なビジネスや環境イベント等を通
じ、世界各国への技術の展開を促進する。

・ 環境学習・人材育成
大会組織委員会は、東京都や環境NGOと協力して、学生やユース
キャンプ参加者、観客、メディア視聴者に対して、環境教育と環境に
対する意識を高めるためのプログラムの実施又はメッセージを発信
する。こうしたプログラムはオリンピックの閉会後も継続する。

具体的には、次の取組を行なう。

学校・地域における環境・スポーツ・国際交流への取組の強化
・ 学校と参加国との交流を図る１校１NOCプログラムの推進
・ 東京都内全小・中・高校生へのスポーツと環境に関する学習の推進
・ 地域のスポーツイベントの実施における環境配慮行動の推進

世界の若者との交流、人材育成を展開
・ NGOとの連携による、ユースキャンプでの環境学習の実施

オリンピックの発信力を活かした持続可能性の発信
・ JOC環境アンバサダーなどを手本とした、オリンピアンとパラリン
ピアンやその他アスリートによる環境意識向上プログラムの推進
・ 大会関係者のみならず、観客やテレビ観戦者などに対し、環境配慮
を求める意識向上プログラムを展開

「オリンピック・ゲーム・インパクト　環境指標」のモニタリン
グの実施

大会組織委員会は、政府や都が実施している各種モニタリングと連
携を図り、オリンピック・ゲーム・インパクトの環境指標に沿った環境の
モニタリング調査を実施する。また、IOCと連携して、オリンピック・
ゲーム・インパクト・プログラムは、2020年東京大会の個々の政策や
要素と最大限の整合性を図るようにする。

5.3  すべての会場（競技会場及びIBC／MPC、選手村及び大会開催
のために整備する鉄道、道路等のインフラを対象として、初期段
階の環境影響評価を実施してください。
その結果を要約するとともに、持続可能性の視点を踏まえて、大
会計画の実現可能性や環境への悪影響を軽減するための措置
について述べてください。

環境影響評価

2020年東京大会のすべての競技会場候補地、IBC/MPC及び選
手村を対象とし、持続可能性の視点を踏まえて、初期段階の環境影響
評価（EIA）を実施した。

その他のインフラについては、世界有数のネットワークを誇る鉄道、
公共輸送及び道路システムが、計画的調整により大会開催に十分対
応できる能力と効率を備えているため、追加の整備計画は不要であ
る。

2020年東京大会の競技会場の約4割は既存の会場を利用し、新た
な会場は市街地の未利用地や既存会場の敷地内等に建設するため、
環境への影響は大幅に削減される。第三者の専門家で構成される評
価委員会では、アセスメント結果が審査され、５つの会場（計画中１、
新設会場３、既存会場１）で、軽減及び是正措置を講じなければ樹木や
生息地の一部喪失等があり、環境全般で中程度のネガティブな影響が
あると評価されたが、重大な影響があるとの評価は一つもないことが
確認された。対策を講じれば、中程度の影響があると評価される会場
もなくなると思われる。厳格なグリーンビルディング建築ガイドライン
に従ったエネルギー効率のよい環境対策を実行することで、ポジティ
ブな影響も期待できる。

東京が2020年大会開催都市に選定された場合には、新たに建設
する会場を対象に、きめ細かい実施段階環境影響評価を行う。

5.4   オリンピック競技大会の開催に必要な全ての建設工事が、以下
に適合することを明記した、関係当局の保証書を提出してくださ
い。
・ 国、地域、現地の法令および規則
・ 環境に関する計画、建設条件、環境保護などの国際的協定書
および議定書

国及び東京都の保証

日本国政府は、環境保全に関して国内法や国際的関係法令、協定
等を遵守するよう指導する権限を有している。

東京都は、環境に関連する条例に基づいて、東京都内における、環
境保全に関する権限と責任を有している。

東京都知事及び日本国環境大臣は、それぞれの権限と責任に基づ
いて、2020年東京大会の建設工事が、国・地方公共団体及び国際的
関係法令・協定等を完全に遵守していることを保証する。

保証については、保証ファイルを参照のこと。

5.5   大会関係のインフラの設計・建設・改修及び運営において、グ
リーンビルディング認証制度の適用を考えていますか。

大会関係で建設される会場、その他の建築物において、エネルギー
の有効利用と持続可能性などの環境に関わる要因は施設の設計、建
設、改修、運用すべての段階において最大限考慮される。

2020年東京大会に向けて新設・改修される全ての競技会場及び施
設は、都の建築物環境計画書制度の厳格な基準とともに、LEED認証
システムに相当する日本のグリーンビルディング認証制度の
CASBEEを遵守し、CASBEEでは最高ランクの“S”を目指す。LEED
認証システムは日本ではほとんど適用されないため、特定の要素をで
きるだけ実用的に利用する。

選手村については、CASBEEまちづくり基準を満足し、LEED ND
（近隣開発）基準の特定の要素を可能な限り適用する。
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5.10  OCOGは、環境戦略、例えばリサイクル可能又は生分解しやす
い物品や包装の採用などを、どのようにサプライヤーやスポン
サーとの契約に盛り込む予定ですか。

大会組織委員会は、5.9で述べた「2020年東京大会　製品・サー
ビスの調達・購入ガイドライン」により、サプライヤーやスポンサーとの
契約において、社会性及び環境性に配慮し、リサイクル可能または生
分解しやすい物品や包装を採用するようにする。

5.11  この質問事項で取り上げられていないことで、招致委員会が特
に付け加えておきたいことがあれば述べてください。

･ 地震への備え

日本では、1981年に、長年の総合的な研究のもと、大地震でも建
築物が倒壊しないことを目標とした、建築物の新耐震基準が導入され
るとともに、その基準遵守のための建築物の設計・施工における厳格
なチェック体制を法律に位置づけている。

また、道路・橋梁・鉄道など他の構造物の耐震基準も強化されてい
る。

こうした基準の効力と価値は、その後に発生した兵庫県南部地震や
2011年の東北地方太平洋沖地震などの大地震において、倒壊を免
れ軽微な損傷にとどまった建築物によって証明された。

そのため、日本では、現在の耐震基準の導入以前に建築された建築
物について、新耐震基準に基づく、耐震補強を含めた改修を進めてい
る。耐震補強は「2020年の東京」の耐震に関わる項目において、不可
欠な要素である。

2020年東京大会における会場は、全て厳しい耐震基準を満足する
ものとする。

･ 津波への備え

東京湾は、半閉鎖型の海域で、入口が狭く、津波が入りにくい上に、
外洋で発生して湾内に入りこんだ津波の勢いも大幅に弱まるような地
形である。そのため、湾内に入り込んだ津波も、狭い入り口とその地形
のおかげで波高もその勢いもかなり小さくなる。

さらに、防潮堤・護岸の整備や地盤高の確保など津波の影響を軽減
させる対策が講じられており、建築物や住民の安全が確保されてい
る。

･ 防災都市

東京では、東京の旧長期計画である「10年後の東京」（2006～
2016年）に引き続き、新たな計画である「2020年の東京」において
も、８つの目標の一つとして「高度な防災都市を実現し、東京の安全性
を世界に示す」を掲げ、上記の地震や津波対策も含めて都市全体のさ
らなる安全性と災害対応能力の向上に取り組んでいる。

5.8　貴都市のオリンピック競技大会のコンセプトが、エネルギー消費
及び温室効果ガス排出面で環境に及ぼす影響を考慮して、その
影響を最小限に抑え、エネルギー需要の最適化を図り、エネル
ギー需要に対応する（例えば地元の再生可能エネルギー源に
よって）ため、また競技会場の建設、運営にあたってエネルギー
効率の高いソリューションを提供するために貴都市が策定して
いる計画を述べてください。

東京都は、「2020年の東京」のもとで「低炭素で高効率な自立・分
散型エネルギー社会を創出する」を目標に掲げ、様々な必要な事項へ
の対応と新たな幅広い対策を実施している。

例えば、2010年からは、オフィスビルや商業施設等をも対象とし
た、世界初の都市型キャップ＆トレード制度を導入し、温室効果ガスの
総量削減にむけた各種取組を着実に実施している。2020年までに二
酸化炭素排出量を2000年の排出量から25％削減することを目標と
している。

2012年5月からは、低炭素・快適性・防災力の３つを同時に実現す
る「スマートエネルギー都市」の実現にむけて、新たに様々な取組を展
開している。

環境ガイドラインも、これらの目標が達成できるように、「2020年
の東京」を踏まえて、次の５つの取組を計画している。

戦略的な会場計画

戦略的な会場計画として、既存施設の最大限の利用や輸送に係る
カーボン排出を大幅に削減するコンパクトな配置計画を行うとともに、
同様に効果的である世界有数の公共交通網の活用などによるカーボ
ン排出の削減を行う。

低エネルギー・低カーボンの大会施設・会場

大会施設・会場の建設・運営に際しては、自然採光・通風などのパッ
シブ利用による低エネルギー化や、海水を利用したヒートポンプなど
最高水準の省エネルギー技術導入等により、ＣＯ２を抑制する。

特に、選手村については、日本の気候に応じた伝統的な建築技術と
最先端の環境設備とを融合した環境負荷の少ないまちづくりを体現す
る一つのモデルとなることを目指している。日本の伝統的な建築材料
である木材を多用し、自然の光や風を取り入れるパッシブデザインの
居住空間は、エネルギーを最小限に抑え、快適な環境を提供する。

再生可能エネルギーの積極的な導入・利用

大会施設・会場において、再生可能エネルギー（太陽光発電・太陽熱
利用機器　等）の導入・利用とともに、グリーン電力・熱証書の活用に
より、グリーンエネルギーを100％使用する。

低公害・低燃費車

競技運営の輸送では、電気自動車・燃料電池自動車やハイブリッド
車などの低公害かつ低燃費な車両を使用する（5.2も参照）。

ＣＯ２削減キャンペーン

環境ガイドラインの一部として、また「2020年の東京」と整合して、都
民・企業との連携・協働による独自のＣＯ２削減のムーブメントを強化
し、低炭素社会への移行を継続的に促進させる。

5.9  製品やサービスの調達・購入に関して、その決定を選択する際
に、社会及び環境要因(特に労働基準に関する)が考慮されるこ
とを保証するために行う手続きを示してください。
供給予定者が基準を守る方法や、適用される基準（国内や国際）
を明確にするために、使用される規範を概説してください。

製品・サービスの調達・購入の理念

大会組織委員会は、製品やサービスの調達・購入に当たっては、以
下の点を基本とした製品・サービスが優先的に採用されるようにする。

①社会性（特に労働基準等）に配慮した製品・サービス
②環境にやさしい製品・サービス

製品・サービスの調達・購入のガイドラインの作成

大会組織委員会は、社会性に配慮するとともに、環境にやさしい製
品・サービスが調達できるようにするため、2020年東京大会の製品・
サービスの調達・購入について厳格な基準及びガイドラインを作成す
る。

この基準は、国際労働基準や国内労働法を踏まえるとともに、東京
都が環境負荷の少ない製品・サービスの調達に取り組む指針である
「東京都グリーン購入推進方針」や「東京都グリーン購入ガイド」を基
に作成される。厳格な基準に基づくガイドラインにより、次の手続きを
実施し、社会性に配慮するとともに、環境にやさしい製品・サービスの
購入を担保する。

①事前審査：製品・サービス提供の希望会社の事前審査
②指名入札：事前審査を通過した会社のみを指名
③入札評価：入札結果の総合的評価
④契約：契約書による担保
⑤検査：現場における管理による担保

図 5.11 東京湾の地形
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財政
すぐれた財政計画
• 詳細かつ十分に保証された大会組織委員会及び非大会組織委員会の予算
• 45億ドルの大会開催準備基金を用意
• 大規模で安定的かつ持続可能な経済
• 価格コントロールマネジメント
• 税制の特例措置
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6.1  財政保証

6.1.1  IOCが大会組織委員会（OCOG）に支払った前払金その他の
拠出金（このような前払金や拠出金は、オリンピック競技大会
の全面中止又は一部中止などの不測の事態が生じた場合に、
IOCが第三者に払い戻さなければならないことがあります）の
IOCに対する払い戻しなど、OCOGが資金不足に陥った場合
には、それを補填する旨の管轄当局による財政保証書を提出
してください。

十分に保証されている大会組織委員会予算

大会組織委員会予算についての保証

東京2020は大会組織委員会の予算が均衡の取れたものであるこ
とを強く確信している。

しかし、万が一、大会組織委員会が資金不足に陥った場合は、IOC
が大会組織委員会に支払った前払金その他の拠出金のIOCに対する
払い戻しを含めて、東京都が補填することを保証する。

また、東京都が補填しきれなかった場合には、最終的に、日本国政府
が国内の関係法令に従い、補填する。

東京都は、大会組織委員会予算約3,010億円に対し、非常に大規
模な財政規模（2012年度の予算で11.8兆円）を有しており、万一の
大会組織委員会の資金不足に対しても十分に補填することができる。

なお、大会後、余剰金が生じた場合、開催都市契約に従って、大会
組織委員会は割り当てられた余剰金を日本国内のスポーツ振興に役
立てる。

保証については、保証ファイルを参照のこと。

6.1.2  大会組織委員会（OCOG）の予算が資金不足に陥った場合に
は、どのような方法とスケジュールで財政保証が発動されるの
か、その仕組みを説明してください。

大会組織委員会予算の資金不足補填のメカニズム

大会組織委員会の予算は、過去のオリンピック・パラリンピック競技
大会や大規模スポーツイベントを参考に、非常に保守的に編成されて
いる。

大会組織委員会は、全体予算を月単位で厳しく監視するが、最終的
に資金不足が発生することが明らかになった場合において、更なる支
出の削減、収入確保といった収支改善のための方策を講じる。その
後、必要があれば、大会組織委員会は補填メカニズムを適用する。

補填メカニズムにおいて、大会組織委員会は、2020年東京大会を
確実に実施できるよう、東京都及び国と協議する。その上で、万が一、
大会組織委員会が資金不足に陥った場合は、IOCが大会組織委員会
に支払った前払金その他の拠出金のIOCに対する払い戻しを含めて、
東京都が補填することを保証する。

また、東京都が補填しきれなかった場合には、最終的に、日本国政府
が国内の関係法令に従い、補填する。

この資金不足に対する補填メカニズムは、万が一、2020年東京大
会の全面中止または一部中止等が発生した場合においても、同様に
機能する。
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6.2  財務的保証

6.2.1  警備、医療、通関、出入国管理その他の政府関連業務のすべ
てを大会組織委員会（OCOG）が費用を負担することなく提供
する旨の関係当局による保証書を提出してください。

6.2.2  その他の補足的財務保証があれば、その保証書を提出してく
ださい。

政府関連業務の無償提供

日本国政府及び東京都は、大会組織委員会の費用負担なしに、大会
に関係するセキュリティ、医療、通関、出入国管理その他の政府関連
業務を提供する。

保証については、保証ファイルを参照のこと。

6.3  オリンピック競技大会の参加者（資格認定を受けない観客も含
む）のため、大会前及び期間中の価格つり上げ、特にホテル宿泊
料や関連サービスの価格つり上げを確実に阻止するための取り
組みに関する関係当局の声明を提出してください。

価格管理

安定している物価
日本国の過去10年間（2002年～2011年）の年平均インフレ率
は、消費者物価指数（CPI）の総合でマイナス0.22％であり、物価水
準は安定して推移している。

日本国政府は、物価安定を重要な政策課題とし、物価問題に関する
関係閣僚会議を随時開催し、長期及び短期にわたる物価安定対策を
講じている。

「経済財政の中長期試算」（2012年8月31日　内閣府）では、慎重
な経済前提の下で、2011～2020年度の平均成長率は、実質1％強

になるとされている。CPI上昇率は2012年度において緩やかな上昇
が見込まれており、中長期的（2020年度まで）には1％近傍で安定的
に推移するとされている。

また、日本銀行は、2012年2月14日、中長期的な物価安定の領域
として「消費者物価の前年比上昇率で2％以下のプラス」としたうえ
で、「当面は1％を目途とする」ことを明確にしている。

その他、2012年6月12日、国際通貨基金（ＩＭＦ）は、日本経済に関
する報告書を公表し、日本の消費者物価指数は2014年には+0.5%
となり、2017年には1%に達すると予測している。　

内閣府特命担当大臣（消費者及び食品安全）は、物価安定について
の保証を行っている。

保証については、保証ファイルを参照のこと。

ホテル料金の保証及び価格管理された公共交通機関の運賃

東京2020オリンピック・パラリンピック招致委員会は、大会関係者
用ホテルとして、既にオリンピック競技大会の期間中に46,000室以
上の部屋を提供することを保証している。各ホテルでは、宿泊料の上
限価格を保証している。

詳しくは、12．5.2及び保証ファイルを参照のこと。

大会組織委員会は、宿泊業界団体及び旅行代理店と連携して、
2020年オリンピック・パラリンピック競技大会に向けて、観戦客用の
宿泊施設に関する連絡協議会を設置した上で、訪問者の個々の要望・
ニーズに合致し、多様で合理的な料金の中から宿泊施設の選択がで
きるような仕組みを構築するとともに、価格つり上げを抑止する。

なお、1998年長野冬季オリンピックやFIFA2002ワールドカップTM

など、過去の大規模イベントにおいて、宿泊料金の著しい増加は見ら
れなかった。

公共交通機関の運賃は、法令によりその上限が定められ、合理的か
つ適正な価格管理が行われている。オリンピック競技大会の資格認定
者やチケットの所有者は、無料で公共交通機関を利用できる。
詳しくは、13.17を参照のこと。

6.4  大会関連の新規のインフラ設備が完成した日から大会組織委員
会（OCOG）が部分的又は独占的にその施設の使用を認められ
るまでの維持費や管理費の資金調達について計画書を提出し
てください。

新しい大会関係インフラにかかる維持管理コスト

2020年オリンピック・パラリンピック競技大会開催に関連して、新
たに整備されるものとしては、競技会場、選手村が挙げられる。

新しく整備される競技会場は、オリンピックスタジアム、夢の島公園
アーチェリー場、オリンピックアクアティクスセンター、夢の島ユース・
プラザ・アリーナＡＢ、海の森水上競技場、葛西臨海公園スラローム会
場、大井ホッケー競技場、武蔵野の森総合スポーツ施設、若洲オリン
ピックマリーナ、有明アリーナである。

これらの会場の建設完了から大会組織委員会に引き渡されるまで
の間の維持管理コストは、それぞれの施設管理者ないしは所有者が負
担することとなる。

オリンピックスタジアムは、独立行政法人日本スポーツ振興セン
ター（JSC）が施設所有者となり、その期間の維持管理コストを負担す
る。

その他の競技施設については、都立施設として整備され、その期間
の維持管理コストは、東京都が負担する。

大会組織委員会は、これらの競技会場を、大会準備と運営に必要な
期間について、無償もしくは合理的な料金にて賃借する。

選手村は、民間事業者が開発する予定であり、その民間事業者が大
会組織委員会に引き渡されるまでの建物の維持管理コストを負担す
る。

なお、鉄道や道路等の都市インフラについては、大会開催の有無に
関わらず、整備する予定であり、維持管理コストは、所有者である日本
国政府や東京都、民間鉄道事業者、民間道路事業者などがそれぞれ
負担する。
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6.5  税金

6.5.1   貴国のあらゆるレベルの政府（国、地方、地域）により現在徴
収されている税金（直接税、間接税、公課金、関税等を含む）
の種類について説明してください。またこのうち、貴国でオリ
ンピック競技大会が開催された場合に影響を与えると思われ
るものを挙げてください。

税金及び税金によるオリンピック競技大会への影響

日本国においては、1998年長野冬季オリンピック・パラリンピック
を含め、国際的なスポーツ大会の開催に当たり、税金に関する各種の
特例措置が設けられている。
国内で課税される主な税金は、以下のとおりである。

・ 所得税
個人の所得に対して課される税金。所得の種類に応じて計算方法が
異なる。外国法人に対しても、国内源泉所得について所得税が課税
される場合がある。
・ 法人税
法人の企業活動により得られる所得に対して課される税金。法人の
種類により課税範囲が異なる。
IOCは、課税対象となる所得が発生しないため、法人税は課税され
ない。
・ 消費税
国内における資産の譲渡・貸付、役務の提供、保税地域から引き取ら
れる外国貨物に対して課される税金。税金分は事業者が販売する商
品やサービスの価格に含まれ、消費者に税負担が転嫁される。
・ 宿泊税
東京都内のホテル又は旅館に一定の金額以上の料金で宿泊をした
場合に課される税金。オリンピック競技大会の資格認定者に対して
は、開催期間中の宿泊税が免除される。

・ 関税
外国から輸入される貨物に課される税金。輸入の日から1年以内に
再輸出されるものなど、一定の要件を満たすものについては関税が
免除される。詳しくは、4.9を参照のこと。
 
このほか、法人住民税、法人事業税、固定資産税、事業所税など都
道府県や市町村により課税される各種の地方税がある。

また、日本国には、資本税や売上税は存在しない。

6.5.2　貴都市の大会組織委員会（OCOG）が取ると思われる法的形
式及び当該委員会に課せられる課税措置についての予測を
述べてください。

大会組織委員会のとる法的形式

大会組織委員会は、オリンピック・パラリンピック競技大会を円滑に
遂行するため、運営及び税制面において、最も有利に対処できる法人
形態として、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律、公益社団
法人及び公益財団法人の認定等に関する法律に基づく公益財団法人
となる。
大会組織委員会への課税措置については、以下6.5.3に記載する。

6.5.3　大会組織委員会（OCOG）に課せられる課税措置（完全課税
又は免税にかかわらず）は、当該委員会の国内的及び国際的
運営にどのような影響を及ぼしますか。下記をはじめとするさ
まざまな課税分野において説明してください。
・ 資本税
・ 所得税
・ 付加価値税
・ 売上税
・ 源泉課税（特に外国企業の場合）
回答に当たっては、税務当局が有形、無形の権利、とりわけテ
レビ放映権やスポンサー権をどのように判断するかについて
明確な基準を入手する必要があります。
特に、2020年オリンピック競技大会のテレビ放映権やスポン
サー権を取得した第三者がOCOG又はIOCに支払う代金に
対する課税がありますか。
次の二つの場合を念頭に置き、この質問に回答してください。
・ 第三者が貴国に所在する場合
・ 第三者が外国に所在する場合

大会組織委員会への課税措置

大会組織委員会は、公益財団法人として設立されるため、所得税は
課税されない。また、オリンピック・パラリンピック競技大会が公益目的
事業として認定されれば、収益事業についても、法人税は課税されな
い。

大会組織委員会が国内で行う取引に対しては消費税が課税される
が、大会組織委員会に対して課される法人住民税、法人事業税、固定
資産税、事業所税は、免除される。

IOCに対して、大会にかかるテレビ放映権、スポンサー権その他の
有形、無形の権利の利用の対価を支払う国内外の第三者に対しては、
国内源泉所得の支払いを行う場合を除き、源泉徴収が求められること
はない。

大会組織委員会に対する寄附を行った寄附者については、所得税
が軽減される。
  
6.5.4　大会組織委員会（OCOG）がIOCに支払う代金（ロイヤリティ

など）に対する課税がありますか。

大会組織委員会がIOCに支払う代金に対する課税

大会組織委員会がIOCに支払うロイヤリティなどについて、所得税
が課税される場合がある。その場合、課税されなかった場合にIOCが
得たであろう金額になるよう、大会組織委員会が、かかる所得税分を
上増しして、IOCに支払う。

一方、課税対象となる所得が発生しないため、IOCには、法人税は
課税されない。

エンブレムなど商標権の貸付に伴うIOCに支払う代金については、
国外取引となるため、消費税は課税されない。
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6.6  予算作成
比較及び検証が可能なデータを入手するため、立候補準備の時
点（2012年）の経済の現状に基づき予算を作成するものとしま
す。
立候補都市は、他方で、予想されるインフレ及び為替変動の影
響を考慮の上、最大限の努力を払って2020年の予算見積りの
ための数値予測を行うことも求められています。

6.6.1   過去10年間の平均インフレ率と米ドルに対する現地通貨の平
均為替レートを明記してください。
2020年までにこれらの指標がどのように変化するかについ
て、現在の予想はどのようなものですか（予想の情報源と推
定手法を明記してください）。

平均為替レート

近年における米ドル―円の為替レートの変動は著しく、過去4年間
の為替レートの変動幅（週平均）は、1USD=108円から1USD=77
円までと、31円にもなっている。

2012年6月12日、国際通貨基金（ＩＭＦ）は、日本経済に関する報告
書を公表し、現在の円相場は中期的な観点から「いくぶん過大評価」
との認識を示した。

そのような状況であることから、私たちは2020年大会予算を作成
するにあたって著しく円高が進行した直近数値を使うことは適切では
ないと考える。よって、2012年の為替レートについては、過去4年間
（2008年7月から2012年6月）の平均為替レートに相当する、１米ド
ル＝88円とする。

また、今から2020年の為替レートの予測を行うのは、非常に困難で
ある。

過去8年間における月平均為替レートのレンジは77円～123円、平

均為替レートは約100円となっていることから、2020年の為替レート
を100円と設定する。

平均インフレ率

6.3にて既に述べた情報に基づき、2020年までのインフレ率を年
率1％と見込んだ。

そのため、2020年時点における財政計画を作成するに当たり、
2012年以降のインフレ率を1％と設定した。

6.6.2　予算テンプレート6.6.2を使用して、以下の大会組織委員会
（OCOG）オリンピック競技大会細目予算を作成し、提出して
ください：
・ 表 6.6.2.1： OCOG予算（2012年、自国通貨建て）
・ 表 6.6.2.2： OCOG予算（2012年、米ドル建て）（本予算策
定日と使用した米ドル／自国通貨の為替レートを明記してく
ださい。)
・ 表 6.6.2.3： OCOG予算（2020年、自国通貨建て）
・ 表 6.6.2.4： OCOG予算（2020年、米ドル建て）
なお、上記で分析した2012年から2020年までの期間に予
測されるインフレ及び為替変動の影響を考慮に入れてくださ
い。

6.6.3  テンプレート6.6.3 aと 6.6.3 bを使用して、貴都市のオリン
ピック競技大会プロジェクトに直接関係するすべての設備投
資と運営費用を含む、非OCOG予算を概説してください。ま
た、すべての競技会場、すべての選手村、IBC/MPC、その他
の設備投資について、施設ごとの設備投資予算の細目につい
ても概説してください。

設備投資

‒  競技施設

‒  選手村及びその他の村

‒  MPC

‒  IBC

‒  その他

運営

競技会場

a) 賃借料、オーバーレイ

b) 運営費

選手村及びその他の村

a) 賃借料、オーバーレイ

b) 運営費

MPC/IBC

a) 賃借料、オーバーレイ

b) 運営費

その他の非競技会場

a) 賃借料、オーバーレイ

b) 運営費

人件費

情報システム

電気通信及びその他のテクノロジー

インターネット

式典及び文化

‒  開会式

‒  閉会式

‒  その他

医療サービス

ケータリング

輸送

セキュリティ

パラリンピック競技大会

広告・宣伝

管理

テストイベントと調整

その他

予備費

支出　合計

正味予算（剰余金/資金不足）

IOC負担金（テレビ放映権）

TOPスポンサーシップ

ローカルスポンサーシップ

オフィシャルサプライヤー

チケット売上

ライセンシング

くじ

寄付金

資産処分

補助金

‒  国

‒  都道府県

‒  区市町村

その他

収入　合計

1

2

3

3

4

5

6

7

8

9

10

12

A-収入

23%

10%

24%

3%

23%

4%

0%

3%

1%

0%

0%

0%

0%

9%

100%

2012年 日本円
（百万円）

2012年 米ドル
（千ドル）

2020年 米ドル
（千ドル） 構成比2020年 日本円

（百万円）

2012年 日本円
（百万円）

2012年 米ドル
（千ドル）

2020年 米ドル
（千ドル） 構成比2020年 日本円

（百万円）B-支出

グラフ 6.6.1 ： 平均インフレ率・平均為替レート

表 6.6.2.1～6.6.2.4 ： 大会組織委員会予算
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2,749 

1,603 

5,847 

20,551 

9,961 

14,030 

9,182 

18,194 

3,411 

32,138 

24,000 

301,317 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

771,604 

745,409 

26,195 

186,163 

174,040 

12,123 

69,057 

47,525 

21,532 

46,450 

43,799 

2,651 

251,520 

293,617 

107,618 

20,000 

99,423 

45,455 

22,727 

31,241 

18,219 

66,445 

233,539 

113,193 

159,425 

104,340 

206,751 

38,760 

365,206 

272,727 

3,424,057 

0 

B1

13 

B2

14 

14 

14 

14 

15 

16 

16 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

予算作成 2012年12月、1米ドル=88円（2012年）、1米ドル=100円（2020年）
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1米ドル=88円（2012年）、1米ドル=100円（2020年）※ 今後、計画策定の進捗に応じて、内容調整の可能性がある。

-空港、港（該当する場合）

-道路及び鉄道

-宿泊施設

-競技会場

  -競技会場

  -練習会場

-選手村

-MPC/IBC

-メディア村

-電力インフラ

-環境マネジメントシステム

-医療

-セキュリティ

-通信ネットワーク、通信インフラ

-気象

-その他

小計 C - 資本投資

公的資金 民間資金公的資金 民間資金公的資金 民間資金公的資金 民間資金公的資金 民間資金公的資金 民間資金公的資金 民間資金公的資金 民間資金

2012年 日本円（百万円） 2012年 米ドル（千ドル） 2020年 日本円（百万円） 2020年 米ドル（千ドル）

オリンピック競技大会による
増加費用 総費用 オリンピック競技大会による

増加費用 総費用 オリンピック競技大会による
増加費用 総費用 オリンピック競技大会による

増加費用 総費用

C-設備投資

公的資金 民間資金公的資金 民間資金公的資金 民間資金公的資金 民間資金公的資金 民間資金公的資金 民間資金公的資金 民間資金公的資金 民間資金

2012年 日本円（百万円） 2012年 米ドル（千ドル） 2020年 日本円（百万円） 2020年 米ドル（千ドル）

オリンピック競技大会による
増加費用 総費用 オリンピック競技大会による

増加費用 総費用 オリンピック競技大会による
増加費用 総費用 オリンピック競技大会による

増加費用 総費用

D-運営

-セキュリティ

-輸送

-医療

-環境マネジメントシステム

-気象

-税関・入国管理

-政府機関調整

-その他

  -文化・教育

  -市内装飾

  -その他

小計 D - 運営

合計 非大会組織委員会予算（C+D）

表 6.6.3.a） ： 非大会組織委員会予算

269,400

269,400

14,400

2,232

286,032

114,400

114,400

14,400

1,916

130,716

3,900

3,900

3,900

3,900

3,900

95,400

181

99,481

1,300,000

1,300,000

163,636

21,773

1,485,409

44,318

44,318

44,318

3,061,364

3,061,364

163,636

25,367

3,250,367

44,318

44,318

1,084,091

2,059

1,130,468

129,435

129,435

16,293

2,168

147,896

4,413

4,413

4,413

304,806

304,806

16,293

2,526

323,625

4,413

4,413

107,938

205

112,556

1,294,354

1,294,354

162,926

21,678

1,478,958

44,126

44,126

44,126

3,048,068

3,048,068

162,926

25,257

3,236,251

44,126

44,126

1,079,383

2,050

1,125,559

8,786

727

1,222

1,050

329

1,759

11,424

7,910

1,250

2,264

25,297

311,329

8,786

727

1,222

1,050

329

1,759

11,424

7,910

1,250

2,264

25,297

156,013

0

3,900

21,928

21,928

21,928

121,409

99,845

8,265

13,883

11,932

3,739

19,982

129,821

89,886

14,205

25,730

287,467

1,772,876

0

44,318

99,845

8,265

13,883

11,932

3,739

19,982

129,821

89,886

14,205

25,730

287,467

3,537,834

249,183

249,183

249,183

1,379,651

9,620

823

1,329

1,188

372

1,989

12,926

8,950

1,414

2,562

28,247

176,143

0

4,413

9,620

823

1,329

1,188

372

1,989

12,926

8,950

1,414

2,562

28,247

351,872

24,301

24,301

24,301

136,857

96,196

8,229

13,293

11,880

3,722

19,895

129,258

89,496

14,143

25,619

282,473

1,761,431

0

44,126

96,196

8,229

13,293

11,880

3,722

19,895

129,258

89,496

14,143

25,619

282,473

3,518,724

243,007

243,007

243,007

1,368,566
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表 6.6.3.b) ： 合計（大会組織委員会及び非大会組織委員会）設備投資表 6.6.3.b) ： 合計（大会組織委員会及び非大会組織委員会）設備投資

(a)

競技施設

1 オリンピックスタジアム

2 東京体育館

3 国立代々木競技場

4 日本武道館

5 皇居外苑

6 東京国際フォーラム

7 国技館

8 有明アリーナ

9 有明BMXコース

10 有明ベロドローム

11 有明体操競技場

12 有明テニスの森

13 お台場海浜公園

14 潮風公園

15 東京ビッグサイト・ホールA

16 東京ビッグサイト・ホールB

17 大井ホッケー競技場

18 海の森クロスカントリーコース

19 海の森水上競技場

20 海の森マウンテンバイクコース

21 若洲オリンピックマリーナ

22 葛西臨海公園

23 夢の島ユース・プラザ・アリーナA

24 夢の島ユース・プラザ・アリーナB

25 夢の島公園

26 夢の島競技場

27 オリンピックアクアティクスセンター

28 ウォーターポロアリーナ

29 武蔵野の森総合スポーツ施設

30 東京スタジアム

31 武蔵野の森公園

32 陸上自衛隊朝霞訓練場

33 霞ヶ関カンツリー倶楽部

34 札幌ドーム

35 宮城スタジアム

36 埼玉スタジアム2002

37 横浜国際総合競技場

選手村

MPC / IBC

その他

合計

合計設備投資
大会組織
委員会
及び

非大会組織
委員会

新設 既存設備の
改良 小計 新設 既存設備の

改良 小計

2012年 日本円 C

非大会組織委員会

2012年 日本円（百万円）

大会組織委員会

B1 - 予算項目13

合計設備投資
大会組織
委員会
及び

非大会組織
委員会

新設 既存設備の
改良 小計 新設 既存設備の

改良 小計

2012年 米ドル C

非大会組織委員会

2012年 米ドル（千ドル）

大会組織委員会

B1 - 予算項目13

(a)

競技施設

1 オリンピックスタジアム

2 東京体育館

3 国立代々木競技場

4 日本武道館

5 皇居外苑

6 東京国際フォーラム

7 国技館

8 有明アリーナ

9 有明BMXコース

10 有明ベロドローム

11 有明体操競技場

12 有明テニスの森

13 お台場海浜公園

14 潮風公園

15 東京ビッグサイト・ホールA

16 東京ビッグサイト・ホールB

17 大井ホッケー競技場

18 海の森クロスカントリーコース

19 海の森水上競技場

20 海の森マウンテンバイクコース

21 若洲オリンピックマリーナ

22 葛西臨海公園

23 夢の島ユース・プラザ・アリーナA

24 夢の島ユース・プラザ・アリーナB

25 夢の島公園

26 夢の島競技場

27 オリンピックアクアティクスセンター

28 ウォーターポロアリーナ

29 武蔵野の森総合スポーツ施設

30 東京スタジアム

31 武蔵野の森公園

32 陸上自衛隊朝霞訓練場

33 霞ヶ関カンツリー倶楽部

34 札幌ドーム

35 宮城スタジアム

36 埼玉スタジアム2002

37 横浜国際総合競技場

選手村

MPC / IBC

その他

合計

44,318

67,045

111,363

163,636

274,999

1,477,273

0

0

44,318

0

0

0

200,000

0

0

0

67,045

0

0

0

28,409

0

78,409

0

104,546

27,273

413,636

15,909

0

364,773

0

284,091

0

0

0

0

0

0

0

0

3,105,682

1,084,091

163,636

0

4,353,409

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1,477,273

0

0

44,318

0

0

0

200,000

0

0

0

67,045

0

0

0

28,409

0

78,409

0

104,546

27,273

413,636

15,909

0

364,773

0

284,091

0

0

0

0

0

0

0

0

3,105,682

1,084,091

163,636

0

4,353,409

1,477,273

200,000

28,409

78,409

104,546

27,273

413,636

15,909

364,773

284,091

2,994,319

1,084,091

4,078,410

130,000

17,600

2,500

6,900

9,200

2,400

36,400

1,400

32,100

25,000

263,500

95,400

358,900

3,900

5,900

9,800

14,400

24,200

130,000

0

0

3,900

0

0

0

17,600

0

0

0

5,900

0

0

0

2,500

0

6,900

0

9,200

2,400

36,400

1,400

0

32,100

0

25,000

0

0

0

0

0

0

0

0

273,300

95,400

14,400

0

383,100

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

130,000

0

0

3,900

0

0

0

17,600

0

0

0

5,900

0

0

0

2,500

0

6,900

0

9,200

2,400

36,400

1,400

0

32,100

0

25,000

0

0

0

0

0

0

0

0

273,300

95,400

14,400

0

383,100

1米ドル=88円（2012年）※ 今後、計画策定の進捗に応じて、内容調整の可能性がある。
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表 6.6.3.b) ： 合計（大会組織委員会及び非大会組織委員会）設備投資表 6.6.3.b) ： 合計（大会組織委員会及び非大会組織委員会）設備投資

合計設備投資
大会組織
委員会
及び

非大会組織
委員会

新設 既存設備の
改良 小計 新設 既存設備の

改良 小計

2020年 日本円 C

非大会組織委員会

2020年 日本円（百万円）

大会組織委員会

B1 - 予算項目13

合計設備投資
大会組織
委員会
及び

非大会組織
委員会

新設 既存設備の
改良 小計 新設 既存設備の

改良 小計

2020年 米ドル C

非大会組織委員会

2020年 米ドル（千ドル）

大会組織委員会

B1 - 予算項目13

(a)

競技施設

1 オリンピックスタジアム

2 東京体育館

3 国立代々木競技場

4 日本武道館

5 皇居外苑

6 東京国際フォーラム

7 国技館

8 有明アリーナ

9 有明BMXコース

10 有明ベロドローム

11 有明体操競技場

12 有明テニスの森

13 お台場海浜公園

14 潮風公園

15 東京ビッグサイト・ホールA

16 東京ビッグサイト・ホールB

17 大井ホッケー競技場

18 海の森クロスカントリーコース

19 海の森水上競技場

20 海の森マウンテンバイクコース

21 若洲オリンピックマリーナ

22 葛西臨海公園

23 夢の島ユース・プラザ・アリーナA

24 夢の島ユース・プラザ・アリーナB

25 夢の島公園

26 夢の島競技場

27 オリンピックアクアティクスセンター

28 ウォーターポロアリーナ

29 武蔵野の森総合スポーツ施設

30 東京スタジアム

31 武蔵野の森公園

32 陸上自衛隊朝霞訓練場

33 霞ヶ関カンツリー倶楽部

34 札幌ドーム

35 宮城スタジアム

36 埼玉スタジアム2002

37 横浜国際総合競技場

選手村

MPC / IBC

その他

合計

(a)

競技施設

1 オリンピックスタジアム

2 東京体育館

3 国立代々木競技場

4 日本武道館

5 皇居外苑

6 東京国際フォーラム

7 国技館

8 有明アリーナ

9 有明BMXコース

10 有明ベロドローム

11 有明体操競技場

12 有明テニスの森

13 お台場海浜公園

14 潮風公園

15 東京ビッグサイト・ホールA

16 東京ビッグサイト・ホールB

17 大井ホッケー競技場

18 海の森クロスカントリーコース

19 海の森水上競技場

20 海の森マウンテンバイクコース

21 若洲オリンピックマリーナ

22 葛西臨海公園

23 夢の島ユース・プラザ・アリーナA

24 夢の島ユース・プラザ・アリーナB

25 夢の島公園

26 夢の島競技場

27 オリンピックアクアティクスセンター

28 ウォーターポロアリーナ

29 武蔵野の森総合スポーツ施設

30 東京スタジアム

31 武蔵野の森公園

32 陸上自衛隊朝霞訓練場

33 霞ヶ関カンツリー倶楽部

34 札幌ドーム

35 宮城スタジアム

36 埼玉スタジアム2002

37 横浜国際総合競技場

選手村

MPC / IBC

その他

合計

1,470,857

199,131

28,286

78,069

104,091

27,154

411,840

15,840

363,189

282,857

2,981,314

1,079,383

4,060,697

44,126

66,754

110,880

162,926

273,806

1,470,857

0

0

44,126

0

0

0

199,131

0

0

0

66,754

0

0

0

28,286

0

78,069

0

104,091

27,154

411,840

15,840

0

363,189

0

282,857

0

0

0

0

0

0

0

0

3,092,194

1,079,383

162,926

0

4,334,503

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1,470,857

0

0

44,126

0

0

0

199,131

0

0

0

66,754

0

0

0

28,286

0

78,069

0

104,091

27,154

411,840

15,840

0

363,189

0

282,857

0

0

0

0

0

0

0

0

3,092,194

1,079,383

162,926

0

4,334,503

147,086

19,913

2,828

7,807

10,409

2,715

41,184

1,584

36,319

28,286

298,131

107,938

406,069

4,413

6,675

11,088

16,293

27,381

147,086

0

0

4,413

0

0

0

19,913

0

0

0

6,675

0

0

0

2,828

0

7,807

0

10,409

2,715

41,184

1,584

0

36,319

0

28,286

0

0

0

0

0

0

0

0

309,219

107,938

16,293

0

433,450

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

147,086

0

0

4,413

0

0

0

19,913

0

0

0

6,675

0

0

0

2,828

0

7,807

0

10,409

2,715

41,184

1,584

0

36,319

0

28,286

0

0

0

0

0

0

0

0

309,219

107,938

16,293

0

433,450

1米ドル=100円（2020年）※ 今後、計画策定の進捗に応じて、内容調整の可能性がある。
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年度初めの
キャッシュポジション

キャッシュインフロー

-銀行融資

-IOC負担金

-TOPスポンサーシップ

-公的支援

-その他

計

キャッシュアウトフロー

-設備投資

-運営

計

年度末の
キャッシュポジション

銀行融資限度額
-借り入れ利用額

現金利用可能額

単位 ： 百万円

2022

大会開催年
+2

2013

大会開催年
-7

2014

大会開催年
-6

2015

大会開催年
-5

2016

大会開催年
-4

2017

大会開催年
-3

2018

大会開催年
-2

2019

大会開催年
-1

2020

大会開催年
0

2021

大会開催年
+1

年度初めの
キャッシュポジション

キャッシュインフロー

-銀行融資

-IOC負担金

-TOPスポンサーシップ

-公的支援

-その他

計

キャッシュアウトフロー

-設備投資

-運営

計

年度末の
キャッシュポジション

銀行融資限度額
-借り入れ利用額

現金利用可能額

2022

大会開催年
+2

2013

大会開催年
-7

2014

大会開催年
-6

2015

大会開催年
-5

2016

大会開催年
-4

2017

大会開催年
-3

2018

大会開催年
-2

2019

大会開催年
-1

2020

大会開催年
0

2021

大会開催年
+1

１米ドル=８８円（２０１２年）　単位 ： 千米ドル

表 6.6.4 ： 大会組織委員会のキャッシュフロー予測（日本円）

表 6.6.4 ： 大会組織委員会のキャッシュフロー予測（米ドル）

6.6.4　テンプレート6.6.4を使用して、開催地決定の年から大会組織
委員会（OCOG）の解散予定の年までの予想される年間
キャッシュフローと資金調達ラインを公開し、簡単なキャッ
シュフロー予測を作成してください。

2013年から2015年にかけて、大会組織委員会は収入がほとんど
見込めないことから、初期の活動費用にあてるため、銀行からの融資
枠を設定する。

銀行の融資限度額は、40億円（45百万米ドル）を想定しており、万
が一、キャッシュフローが滞った際に活用される。

6.6.5  立候補都市は、立候補ファイルに掲載する標準的な予算構成
の他に、各予算項目の積算基礎となる包括的なデータを立候
補ファイルの別冊としてIOCに提出しなければなりません。
また、予算案の作成に携わった全員の氏名及び資格を記載し
たリストを、立候補ファイルの別冊の包括データに記載しなけ
ればなりません。

財政包括データ

財政包括データを立候補ファイルの付録として添付する。

予算作成に携わった人の名前と肩書のリストは、その付録の中に含
まれる。

11,364

11,364

8,944

8,944

2,420

45,455
-11,364

36,511

2,420

34,091

36,797

70,888

62,791

62,791

10,517

45,455
-45,455

10,517

19,723

79,000

25,125

156,706

260,831

228,879

228,879

51,675

45,455
-11,364

85,766

10,517

39,500

61,328

100,828

91,622

91,622

19,723

45,455
-45,455

19,723

51,675

79,000

25,125

273,159

377,284

359,640

359,640

69,319

45,455
0

114,774

69,319

276,500

25,125

495,899

797,524

755,759

755,759

111,084

45,455
0

156,539

111,084

316,000

25,125

955,006

1,296,131

1,402,599

1,402,599

4,616

45,455
0

50,071

4,616

1,628

1,628

6,244

6,244

0

45,455
0

45,455

1,000

1,000

787

787

213

4,000
-1,000

3,213

925

3,476

5,397

8,873

8,063

8,063

1,735

4,000
-4,000

1,735

1,735

6,952

2,211

13,790

22,953

20,141

20,141

4,547

4,000
-1,000

7,547

4,547

6,952

2,211

24,038

33,201

31,648

31,648

6,100

4,000
0

10,100

6,100

24,332

2,211

43,639

70,182

66,507

66,507

9,775

4,000
0

13,775

9,775

27,808

2,211

84,041

114,060

123,429

123,429

406

4,000
0

4,406

406

143

143

549

549

0

4,000
0

4,000

213

3,000

3,238

6,238

5,526

5,526

925

4,000
-4,000

925

061 062

06 06財政 財政



マーケティング
パートナーシップと革新に基づく一般的、商業的な成功
• 既にジョイント・マーケティング・プログラム協定を締結済
• 幅広いスポンサーシップの可能性を提供する世界的なビジネス拠点
• スポンサーが大会への参加とプロモーションを支援
• 包括的な既存の法律によってブランド保護を確実に実施
• 競技会場を満員にするための革新的なチケット戦略

063 064

07



7.1  ジョイント・マーケティング・プログラム（JMP）
署名済みのJMPAの写しに各国内競技連盟とNPCの保証書、
保証書ファイルで必要となるその他の付属書類を添えたものを
１部提出してください。

ジョイント・マーケティング・プログラム（JMP）への同意

東京2020オリンピック・パラリンピック招致委員会は、JOCとの間
でジョイント・マーケティング・プログラム協定（JMPA）を締結した。ま
た、夏季及び冬季オリンピック競技を管轄するすべての国内競技連盟
から保証書を取得している。

JMPAの写し、保証書及び付属書類については、保証ファイルを参
照のこと。

7.2  パラリンピック・ジョイント・マーケティング・プログラム（PJMP）
開催地のすべてのパラリンピック関連資産と資本を2015年
1月1日から2020年12月31日までの期間（パラリンピック・ジョ
イント・マーケティング期間）一元管理するために、大会組織委員
会（OCOG）とNPCが2014年12月31日までにParalympic 
Joint　Marketing Programme　Agreement（PJMPA）を締
結することを明記した関係団体の保証書を提出してください。

パラリンピック・ジョイント・マーケティング・プログラム
（PJMP）への同意

東京2020オリンピック・パラリンピック招致委員会は、JPCとの間
でパラリンピック・ジョイント・マーケティング・プログラム協定
（PJMPA）を締結する。

保証については、保証ファイルを参照のこと。

7.3  アンブッシュ・マーケティングの防止

7.3.1  アンブッシュ・マーケティングの効果的削減と制裁（オリンピッ
ク・スポンサーの競合企業による不正競争の防止など）に必要
となる法規制、及びオリンピック開会式2週間前から閉会式ま
での期間中、路上販売の取り締まり、チケットの不正転売の防
止、広告スペース（広告看板、公共交通機関の広告など）の管
理、上空の管理（空中広告の禁止などのため）に必要な法規
制ができる限り早く、かつ2018年1月1日までに成立するこ
とを確約する政府の関係当局の保証書を提出してください。

保証書

不正競争の防止

日本国においては、「不正競争防止法」が制定されており、オリン
ピック・マークを許可なくオリンピックと関連づけた形で商標として使
用するなどの便乗行為は、刑事罰の対象として厳しく規制されてい
る。

これに加えて、著作権、意匠権、商標権などの知的財産権は、法律
により厳格に保護されており、違反した者に対しては、懲役刑を含め
た厳しい制裁が科されている。IOC、大会組織委員会及びオリンピッ
ク・スポンサーの各種の権利は、これらの法律に基づき確実に保護さ
れる。
これらの法規制の詳細については、4.3を参照のこと。

路上販売の規制

路上販売については、道路交通法等により厳しく規制されており、
大会期間中においても法に則った確実な取締りがなされる。

観戦チケット転売の抑止

大会組織委員会はIOCのガイドラインに基づいたオフィシャルチ
ケットリセールプログラムを実施し、これ以外でのオリンピック・パラリ
ンピック競技大会の観戦チケットの再販売を厳格に禁止する。

また、観戦チケットを公共の場所で不特定の者に転売する行為は、
各都道府県条例で厳しく規制されている。

広告スペースの規制

広告スペースについては、屋外広告物法及びこれに基づく「東京都
屋外広告物条例」により規制が行われており、都内の全ての大会関係
施設に適用される。また東京都は、９つの競技場が含まれる「水辺景観
形成特別地区」で屋外広告を制限するための特別な規制を2007年3
月から行っている。

また、東京都以外の関係自治体においても、同様の条例により、広
告スペースに関する必要な規制が行われている。

さらに組織委員会は、大会開催期間前及び大会開催期間中、屋外、
公共交通機関、空港などに所在する広告スペースを厳重にチェックす
る。スポンサー企業への権利侵害があった場合、速やかに差し止め請
求が行われる。

保証については、保証ファイルを参照のこと。
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駅内サイン
ボード

駅内ポスター

車内中づり

車内まど上

車内ドア横

公共

公共

公共

公共

公共

なし

なし

なし

なし

なし

あり

あり

あり

あり

あり

2社

3社

1社

1社

1社

124面

58面

3,080枚

3,080枚

440枚

19,196

13,022

43,953

27,724

5,603

民間

民間

民間

なし

なし

なし

あり

あり

あり

6社

9社

3社

230面

485面

64面

42,223

152,670

72,941

47,772

172,735

82,528

終了日

有効期間

開始日

公共交通
機関の

広告スペース
所有者 会社数 範囲 OCOGの

全面管理権 適用法
2012年の
合計価格
（千円）

2020年の
見込価格
（千円）

制限

バス

東京

その他の都市

公共及び民間

公共及び民間

2020.6.16

2020.6.16

2020.9.15

2020.9.15

2020.6.16

2020.6.16

2020.6.16

2020.6.16

2020.6.16

2020.6.16

2020.6.16

2020.9.15

2020.9.15

2020.9.15

2020.9.15

2020.9.15

2020.9.15

2020.9.15

2020.9.15

2020.9.15

2020.9.15

2020.9.15

2020.9.15

なし

なし

あり

あり
注参照

注参照

注参照

注参照

注参照

注参照

5社

4社

公共及び民間

公共及び民間

民間

公共及び民間

公共及び民間

公共及び民間

民間

2社

2社

1社

2社

2社

2社

1社

14,105面

8,925面

283,114

187,598

320,323

212,254

114,409

314,127

81,648

584,753

654,539

117,814

343,980

129,446

355,413

92,379

661,607

740,564

133,298

389,189

地下鉄 （東京）
駅内サイン
ボード

駅内ポスター

デジタルサイネージ
駅構内

車内中づり

車内まど上

車内ドア横

デジタルサイネージ
電車内

なし

なし

なし

なし

なし

なし

なし

あり

あり

あり

あり

あり

あり

あり

750面

755面

72面

87,020枚

83,390枚

5,740枚

5,720面

21,719

14,734

49,730

31,368

6,339

駅内サイン
ボード

駅内ポスター

デジタルサイネージ
駅構内

車内中づり

車内まど上

車内ドア横

デジタルサイネージ
電車内

2020.6.16

2020.6.16

2020.6.16

2020.6.16

2020.6.16

鉄道 （東京）

民間

民間

民間

民間

民間

民間

民間

駅内サイン
ボード

駅内ポスター

デジタルサイネージ
駅構内

あり

あり

あり

あり

あり

あり

あり

6社

9社

4社

2社

3社

4社

3社

633面

1,042面

238面

119,632枚

55,400枚

108,970枚

24,764面

217,166

475,583

497,238

2,682,689

341,712

1,385,282

1,716,330

245,708

538,088

562,589

3,035,271

386,623

1,567,347

1,941,905

なし

なし

なし

なし

なし

なし

なし

2020.9.15

2020.9.15

2020.9.15

2020.9.15

2020.9.15

2020.9.15

2020.9.15

2020.6.16

2020.6.16

2020.6.16

2020.6.16

2020.6.16

2020.6.16

2020.6.16

2020.9.15

2020.9.15

2020.9.15

2020.6.16

2020.6.16

2020.6.16

2020.9.152020.6.16

その他（タクシー）

民間車体及び車内 なしあり1社 12,800面 83,475 94,446

注： 屋外広告物法、屋外広告物条例

鉄道 （その他の都市）

地下鉄 （その他の都市）

表 7.3.3 公共交通機関の広告

終了日

有効期間

開始日

市内全体
の広告看板 所有者 会社数 面数 OCOGの

全面管理権 適用法
2012年の
合計価格
（千円）

2020年の
見込価格
（千円）

制限

競技会場周辺

広告塔

広告板

その他

広告塔

広告板

その他

広告塔

広告板

その他

民間

民間

民間

民間

民間

民間

民間

民間

民間

2020.6.16

2020.6.16

2020.6.16

2020.6.16

2020.6.16

2020.6.16

2020.6.16

2020.6.16

2020.6.16

2020.9.15

2020.9.15

2020.9.15

2020.9.15

2020.9.15

2020.9.15

2020.9.15

2020.9.15

2020.9.15

なし

なし

なし

なし

なし

なし

なし

なし

なし

あり

あり

あり

注参照

注参照

注参照

2社

10社

1社

3面

552面

21面

17,850

412,519

756,000

20,196

466,736

855,360

競歩、マラソン、自転車競技（ロード・レース）、トライアスロン

あり

あり

あり

1社

18社

2社

3面

520面

2面

1,838

482,239

548,100

2,079

545,619

620,136

アクセス・ルート

あり

あり

あり

7社

23社

1社

15面

511面

1面

56,753

611,599

201,600

64,211

691,980

228,096

注： 屋外広告物法、屋外広告物条例

表 7.3.2 屋外広告

7.3.2   表7.3.2を完成させてください。
オリンピック競技大会の開催都市及び運営に一定の役割を果
たす都市（共同開催都市、玄関空港など）における、すべての
既存又は今後開発される屋外広告スペース（広告看板など）
に関して、その所有者からのバインディング・オプションを提
出してください。ブランド保護に関するテクニカル・マニュアル
に記載のとおり、このオプションは、価格上昇の影響のみ考慮
し、2012年の市場価格で設定するものとします。これには、
オリンピック競技大会の競技や公式イベント・活動の開催会場
となる土地・施設及びその周辺500メートル以内の土地・施設
における、すべての屋外広告スペースが含まれますが、それ
らに限定されません。
確保した広告スペースの2012年米ドル建ての合計価額を明
記してください。

大会に関連するすべての屋外広告スペースの確保

東京2020オリンピック・パラリンピック招致委員会は、以下に所在
する屋外広告スペースを管理するための保証書を取得した。
・ 全競技会場
・ 競技施設以外の大会関係施設
・ ロード関係競技のルート
・ 競技会場及び公式行事会場から500メートル以内のエリア
・ 空港からIOCホテルへ至るルート
・ IOCホテルから競技会場を含めた大会関係施設へ至るルート
・ 競技会場の最寄駅から各競技会場に至るルート

保証については、保証ファイルを参照のこと。

2020年の価格水準は、2012年の価格に年1％のインフレ率を乗
じ、消費税率の増加を考慮して算出した。

確保した屋外広告スペースの2012年の合計価額は31億円（35百
万米ドル）である。

7.3.3   表7.3.3を完成させてください。
オリンピック競技大会の開催都市及び運営に一定の役割を果
たす都市（共同開催都市、玄関空港など）における、すべての
既存又は今後開発される公共交通機関の広告スペース（バ
ス、地下鉄、路面電車など）に関して、その所有者からのバイ
ンディング・オプションを提出してください。このオプションは、
価格上昇の影響のみ考慮し、2012年の市場価格で設定する
ものとします。
確保した広告スペースの2012年米ドル建ての合計価額を明
記してください。

公共交通機関の広告スペースの確保

東京2020オリンピック・パラリンピック招致委員会は、オリンピック
競技大会で利用される鉄道、バス、タクシーの広告スペースを管理す
るための保証書を取得した。

保証については、保証ファイルを参照のこと。

2020年の価格水準は、2012年の価格に年1％のインフレ率を乗
じ、消費税率の増加を考慮して算出した。

確保した公共交通機関の広告スペースの2012年の合計価額は
105億円（119百万米ドル）である。
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ローカルパートナー

ローカルスポンサー

ローカルサプライヤー

50,000

22,500

9,500

自動車
ビール、ワイン、低アルコール飲料
通信サービス・固定電話
損害保険
生命保険
米、野菜、果実、農産物
石油
銀行・投資信託・証券会社
荷物輸送サービス
インターネット検索サイト
航空旅客サービス
スポーツアパレル
事務機器
新聞（日本語のみ）
お菓子
調味料
鉄道
フォーマルウェア
警備
オフィス家具・文具
スポーツクラブ
仮設建設物
食用油
麺類
乳製品・牛乳
人材派遣
チケットサービス
クリーニング
コンタクトレンズ
寝具／マットレス
レンタル備品
和装
入浴剤
施設サービス
印刷／出版
観光バス（２社）
フォトサービス（２社）
英会話教室／翻訳・通訳サービス（２社）
流通（２社）
法律／税務コンサル（２社）
競技用備品（２社）
旅行会社（３社）

スポンサーレベル 製品カテゴリー 収入見込（百万円）

7.4  国内スポンサー権
表7.4を使用して国内スポンサー権の各レベルにおける製品カ
テゴリーと予定収入を記入してください。TOPプログラムその
他のIOCマーケティング・プログラムに記載されている製品カテ
ゴリーはここには記入しないでください。

国内スポンサーシップの大きな可能性

国内のマーケティング・プログラムは、以下の方針に従って実施す
る。

・ TOPパートナーのカテゴリーと権利を尊重する
・ ローカルマーケティング収入を最大化する
・ 国民の関心を喚起し、スポンサーシップを有意義で価値あるものと
する
・ スポンサーが野心的でダイナミックなプログラムをとおして大会と
オリンピック・ムーブメントのプロモーションに貢献する

日本国のGDPは、世界第3位である。また、プライスウォーターハウ

スクーパーズ社の調査（Global city GDP rankings2008-2025、
UK　Economic　Outlook）によると、2008年の東京圏のGDPは世
界の大都市圏で最も大きく、2025年においても最も大きいと予測さ
れている。

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の国内スポン
サーシップは、大きな可能性を秘めている。多くの国際企業が日本を
拠点としており、IOCのTOPプログラムや、JOCの国内スポンサーに
参加した経験がある企業も多い。2011年に発表されたアメリカの
フォーブス誌「大企業ランキング」上位2000社に占める日本企業の
数は、世界第2位である。

1977年以降、JOCのマーケティング・プログラムは、幅広い分野か
ら多くのスポンサー企業を集め成功を収めており、大会組織委員会
は、2020年オリンピック・パラリンピック競技大会においても十分な
スポンサー収入を期待することができる。日本の経済界は、東京商工
会議所の力強い支援をはじめ、東京都の2020年オリンピック・パラリ
ンピック東京招致を全面的にサポートしている。

表 7.4 - 国内スポンサー予定収入
終了日

有効期間

開始日

対象 所有者 会社数 面数 OCOGの
全面管理権 適用法

2012年の
合計価格
（千円）

2020年の
見込価格
（千円）

制限

主要空港

民間
成田国際空港
東京国際空港
（羽田空港）

2020.6.16 2020.9.15

2020.6.16 2020.9.15

なし

なし

あり 注参照

注参照

3社 962,194 1,088,654

サッカー会場

民間
新千歳空港
仙台空港 あり2社

1,327面

380面 514,897 582,569

注： 屋外広告物法、屋外広告物条例

7.3.4   表7.3.4を完成させてください。
オリンピック競技大会に利用される空港で、すべての既存又
は今後開発される（屋内及び屋外の）広告スペースを管理す
るため、その所有者からのバインディング・オプションを提出し
てください。このオプションは、価格上昇の影響のみ考慮し、
2012年の市場価格で設定するものとします。
確保した広告スペースの2012年米ドル建ての合計価額を明
記してください。

空港の広告スペースの確保

東京2020オリンピック・パラリンピック招致委員会は、オリンピック
競技大会で利用される成田国際空港、東京国際空港（羽田空港）、新
千歳空港、仙台空港の広告スペースを管理するための保証書を取得
した。

保証については、保証ファイルを参照のこと。

2020年の価格水準は、2012年の価格に年1％のインフレ率を乗
じ、消費税率の増加を考慮して算出した。

確保した空港の広告スペースの2012年の合計価額は15億円（17
百万米ドル）である。

表 7.3.4 空港の広告
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7.5  チケット販売

7.5.1  貴都市のチケット発行プログラムの戦略について（スタジアム
に満員の観客を動員するための貴都市の取り組みに特に重
点を置いて）その概略を述べてください。
チケット販売の予定合計収入を示してください。
a） オリンピック競技大会
b） パラリンピック競技大会

スポーツ愛好国のチケットプログラム

日本国民は、スポーツ、特にオリンピック・パラリンピック競技大会に
高い関心を持っている。過去に行われた1964年東京オリンピック競
技大会、1972年札幌冬季オリンピック、1998年長野冬季オリンピッ
ク、2002FIFAワールドカップTM、第11回IAAF世界陸上競技選手権、
FIVBワールドカップバレーボール2011などの数々の大規模イベント
の成功は日本人の持つスポーツ愛の証明でもある。

大会組織委員会の目標は、すべてのイベントで会場を満員にするこ
とである。

その目標を達成するため、大会組織委員会は戦略的チケットプログ
ラムの計画・管理についての専門家によるチームを立ち上げ、IOCと
連携してチケット販売における革新的な方法を探っていく。

大会組織委員会は、基準に則ってIFやNOCを始めとしたIOCクライ
アントグループに必要なチケットを用意し、IOCと調整しながらチケット
配布管理を実施していく。

スタジアムを満員にするために実施される多くの戦略は次のとおり
である。

・ 国内におけるスポーツ・イベントの人気を分析し需要に応じた価格設
定を行う。

・ インターネットと全国４万店以上のコンビニエンスストアを活用した
販売を行い多様な層の集客を目指す。販売の初期段階では公平性
を確保するためにWEBサイトから申し込みを受け付ける。

・ 大会直前の最終販売ではコンビニエンスストアのネットワークを通し
て、誰でもいつでもチケットを買うことができるシステムを提供す
る。

・ 競技大会のチケット保有者は公共交通機関を利用し無料で競技会場
にアクセスすることができるようにする。

・ 一般のお客様、スポンサー、オリンピック・ファミリーを対象とする大
会期間中のチケット交換システムを構築し、チケット購入者の確実な
来場を促す。

・ インターネット、モバイル機器等を通じてリアルタイムな空席情報を
配信する。

・ 入退場を緻密に管理し、一定時間が過ぎても入場の無い座席、早い
時間に観客が会場を離れた座席を利用できる新たな仕組みを構築
する。

東京2020オリンピック・パラリンピック招致委員会は、社会教育プ
ログラムの一環として青少年の大会観戦を促す活動を行っていく。

東日本大震災の被災地の子供達をオリンピック競技大会及びパラ
リンピック競技大会のイベントに招待するほか、都内の小学生や特別
支援学校の子供達にオリンピック競技大会及びパラリンピック競技大
会を観戦する機会を提供する。これらの活動は東京都の費用負担によ
り実施される。

チケット収入は、大会スケジュール、競技会場の規模、関係者席を除
いた利用可能座席数とチケット価格に基づき算定している。

チケット収入は以下のとおり。

【オリンピック競技大会】68,319,000千円
（776,350,000米ドル）

【パラリンピック競技大会】4,070,000千円
（46,246,000米ドル）

7.5.2  この予定合計収入では、完売率をどの程度に見積もってい
ますか。
a） オリンピック競技大会 
b） パラリンピック競技大会

堅実なチケット販売率見積り

収入を堅実に見積もるため、チケットの販売率は控えめに設定した。
東京2020オリンピック・パラリンピック招致委員会が採用したチケット
販売率は次のとおり。

【オリンピック競技大会】84.0％

【パラリンピック競技大会】68.5％

オリンピック競技大会において約780万枚、パラリンピック競技大
会において約230万枚のチケット販売を見込んでいる。

7.5.3  次のイベントにおけるオリンピック大会及びパラリンピック大
会のチケットの価格帯を示してください。
・ 開会式、閉会式
・ 需要の高いイベント（国内で特に人気の高い陸上競技、
水泳、体操、バスケットボールなどの競技）

・ その他のイベント

手頃なチケット価格

チケットの販売価格は、誰もが見ることのできる手頃な価格に設定
している。大会組織委員会は、未来を担う若者達がオリンピック・パラ
リンピック競技大会という祭典に参加することを促し、オリンピック及
びパラリンピック精神の素晴らしさを伝えることを目的に掲げ、ロンド
ン大会で成功した低価格の子供料金を引き続き設定する。

オリンピック競技大会におけるチケットの平均価格は7,700円（88
米ドル）であり、すべてのチケットの約60％が4,400円（50米ドル）以
下で購入可能となっている。

【オリンピック競技大会】
・ 開会式　  25,000 - 150,000円 （284 - 1,705米ドル）
・ 閉会式　  20,000 - 100,000円 （227 - 1,136米ドル）
・ 主な競技　 1,000 -   30,000円 （11 - 341米ドル）
（陸上 ： 決勝、水泳 ： 決勝・準決勝、その他の人気競技）
・ その他競技 1,000 - 　 5,000円 （11 - 57米ドル）

【パラリンピック競技大会】
・ 開会式　　 5,000 -　15,000円 （57 - 170米ドル）
・ 閉会式　　 3,000 -　12,000円 （34 - 136米ドル）
・ 主な競技　 1,000 -　  1,800円 （11 - 20米ドル）
（陸上、水泳、車椅子バスケットボール）
・ その他競技 1,000円（11米ドル）
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衣料・繊維製品

服飾雑貨

文具

ギフト・記念品・ピンバッジ

日用品雑貨

食品

玩具・娯楽用品

出版・音楽・ソフト

スポーツグッズ

贈答用食品・特産品

その他

12,120

カテゴリータイプ 予定収入（百万円）

第９回世界水泳選手権大会（2001年）

2002 FIFAワールドカップTM

FIFAクラブワールドカップジャパン 2012

FIVBバレーボール世界選手権（2006年）

FIVBワールドカップバレーボール2011

2006年FIBAバスケットボール世界選手権

第11回IAAF世界陸上競技選手権

2007年WBC世界フライ級タイトルマッチ

世界柔道選手権2010東京大会

第43回世界体操競技選手権東京大会 

2009年世界卓球選手権横浜大会

水泳

サッカー

バレーボール

バスケットボール

陸上

ボクシング

柔道

体操

卓球

 1,000-6,000

 7,000-84,000

 2,000-30,000

 1,000-15,000

 500-9,800

 4,000-20,000

 1,000-17,000

 5,250-10,500

 900-4,800

 3,000-15,000

 1,000-6,000

 1,000-25,000

 2,000-30,000

 2,000-30,000

 1,500-15,000

 1,000-25,000

 1,000-5,000  

 1,500-15,000

 2,000-30,000

 1,500-15,000

価格（円）大会名
2020
東京大会
（円）

競技名

7.5.4   チケットの予定価格は国内の他の主要イベントと比べてどの
程度ですか。比較対象となる価格を挙げてください。

競争力のあるチケット価格水準

チケットの予定価格は、表のとおり。2020年オリンピック・パラリン
ピック競技大会への関心の高さから、妥当な金額を設定している。

7.6  ライセンシング

7.6.1  表7.6.1を使用して、ライセンス製品の販売による予定収入と
そのカテゴリーを記入してください。TOPプログラムその他
のIOCマーケティング・プログラムに記載されている製品カテ
ゴリーはここには記入しないでください。

熱心な観客によるライセンス商品の購入

大会組織委員会の目標は、ライセンス収入を最大化するだけでな
く、以下により、オリンピック・パラリンピック競技大会のイメージを高
めていくことである。

・ 高品質、高性能な製品
・ 日本の伝統文化を伝えるグッズ
・ 発達した市場と、多くの優れた企業へのアクセス

1998年長野冬季オリンピックをはじめ、日本で開催された近年の
主要な国際スポーツ・イベントにおけるライセンス・プログラムは、成功
を収めてきた。

日本におけるいわゆる「お土産文化」は、ライセンス商品の大きな
市場を創出している。

ライセンス商品の売り上げによるロイヤリティは保守的に見込ん
で、121億円 （138百万米ドル）としている。

7.6.2  通貨としてのオリンピック硬貨や収集のための記念硬貨を発
行する計画はありますか。
計画がある場合はこのプログラムの形式及び予定収入を記
載してください。
造幣局や財務大臣（又は権限を有するその他の政府機関）に
よる、計画された記念硬貨プログラムを確実に実施するため
に必要な保証書を提出してください。

オリンピック記念貨幣発行の保証

貨幣は、日本国の法令に基づき、独立行政法人造幣局が製造し、日
本国政府が発行する。記念貨幣は、国家的な記念事業として閣議の決
定を経て発行される。

IOCに対するロイヤリティは、販売収益の中から大会組織委員会を
通じて支払われる。

過去、1964年東京大会、1972年札幌大会、1998年長野大会、
2002FIFAワールドカップTMなど日本国内で開催された大規模スポー
ツ・イベントにおいて、記念貨幣が発行されている。

2020年東京オリンピック競技大会の記念貨幣の発行については、
日本国財務大臣が、別添のとおり保証している。

表 7.5.4 他の大会との比較

表 7.6.1 ライセンス商品販売予定収入 7.7  くじ
（大会組織委員会（OCOG）マーケティング・プログラムの関与の
有無に関わらず）オリンピック競技大会の資金として、くじを発
行する計画がありますか。
計画がある場合は、このくじのコンセプトを簡単に説明してくだ
さい。
くじの合計予定収入とOCOGへの割当額を示してください。
くじ全般、及び競技くじに特定した現行の法規制について説明し
てください。
現在発行されているか発行予定の競技くじで、オリンピック競技
大会に関連するくじと競合するものはありますか。
オリンピック競技大会の資金としてくじを発行する計画がある場
合は、関係当局がその計画を承認し、その収入が予測に満たな
かった際に予測収入を確保する保証書を提出してください。

オリンピックくじ

日本国における宝くじは、「当せん金付証票法」に基づき発売され
る。

宝くじの発売は、地方財政資金の調達に資することを目的としてい
るため、その売上金は地方公共団体の財源に充てられる。

2020年東京大会の資金に充てるための宝くじについては、2017
年から2020年までの4年間にわたり発行し、計100億円（114百万
米ドル）の収入を見込んでいる。

当せん金付証票法の規定により全ての売上金は公共事業の費用の
財源に充てられることとなっており、当該収入は、オリンピック・パラリ
ンピック競技大会の開催に向け、大会関係施設の建設・整備費用など
に充当される。

保証については、保証ファイルを参照のこと。

7.8  オリンピック・ホスピタリティ・センターのコンセプトや場所（施
設数、各会場からの距離など）の概要を説明してください。

オリンピック・ホスピタリティ・センター

メインのオリンピック・ホスピタリティ・センターは、オリンピックスタ
ジアムに近接して設けられる。その他のオリンピック・ホスピタリティ・
センターを夢の島地区、有明地区に設けることを検討している。

オリンピック・ホスピタリティ・センターはIOC、TOPパートナー及び
国内スポンサーとのパートナーシップにより設立、運営される。

オリンピック・ホスピタリティ・センターは、”Discover Tomorrow”
のコンセプトを体現し日本ならではのあたたかく思いやりにあふれた
おもてなしを特徴とする。また、日本料理や世界各国の料理を含む、世
界最高水準のケータリングサービスを提供する。
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